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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

売上高 （百万円） 284,048 289,980 293,002 315,399 319,393 

経常利益 （百万円） 10,600 5,252 6,452 13,539 17,610 

当期純利益 （百万円） 3,785 242 3,287 11,033 21,068 

包括利益 （百万円） 2,100 340 10,555 17,184 29,969 

純資産額 （百万円） 108,628 107,354 116,347 145,504 174,838 

総資産額 （百万円） 194,055 207,292 219,363 243,244 275,302 

１株当たり純資産額 （円） 936.43 924.92 1,004.66 2,157.60 2,582.19 

１株当たり当期純利益金額 （円） 33.36 2.13 28.91 178.19 321.35 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 54.8 50.7 52.1 58.1 61.5 

自己資本利益率 （％） 3.6 0.2 3.0 8.6 13.6 

株価収益率 （倍） 29.0 466.2 33.7 15.3 15.1 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 14,853 10,236 14,550 22,499 24,520 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △6,647 △11,907 △11,416 △14,934 △7,876 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △6,314 5,912 △1,071 8,943 △13,202 

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 28,400 32,410 35,378 54,225 59,406 

従業員数 
（人） 

4,977 4,992 4,928 4,665 4,780 

［外、平均臨時雇用者数］ [5,452] [5,200] [5,353] [5,126] [5,266] 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

       ２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

       ３. 平成26年10月１日付で普通株式２株を１株の割合で併合したため、第109期の期首に当該株式併合が行われた

と仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 

売上高 （百万円） 141,564 147,329 143,247 151,124 158,178 

経常利益 （百万円） 8,714 6,436 5,911 8,500 12,466 

当期純利益 （百万円） 4,925 2,761 3,178 7,585 17,709 

資本金 （百万円） 7,773 7,773 7,773 7,773 7,773 

発行済株式総数 （千株） 144,860 144,860 144,860 138,860 69,430 

純資産額 （百万円） 74,547 76,028 84,076 105,787 126,201 

総資産額 （百万円） 146,490 160,242 168,294 189,937 209,682 

１株当たり純資産額 （円） 656.97 669.31 739.03 1,613.73 1,924.70 

１株当たり配当額 
（円） 

15.00 15.00 15.00 15.00 35.00 

(うち１株当たり中間配当額) (5.00) (5.00) (5.00) (5.00) (5.00) 

１株当たり当期純利益金額 （円） 43.40 24.32 27.96 122.49 270.12 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 50.9 47.4 50.0 55.7 60.2 

自己資本利益率 （％） 6.7 3.7 4.0 8.0 15.3 

株価収益率 （倍） 22.3 40.8 34.8 22.3 18.0 

配当性向 （％） 34.6 61.7 53.7 25.9 14.8 

従業員数 
（人） 

1,059 1,074 1,101 1,082 1,106 

［外、平均臨時雇用者数］ [682] [705] [718] [748] [754] 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

       ２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

       ３. 平成26年10月１日付で普通株式２株を１株の割合で併合したため、第109期の期首に当該株式併合が行われた

と仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。 
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２【沿革】

大正10年４月 創業者江崎利一がグリコーゲンを主成分とする独創的栄養菓子グリコの製造販売を目的として合名

会社江崎商店を創立。

大正11年２月 大阪三越でグリコを発売。（のちに創立記念日と定める。）

昭和４年２月 資本金100万円の株式会社江崎に組織変更。

昭和８年２月 ビスコを創製し製造販売を開始。

昭和９年２月 グリコ株式会社に商号変更。

昭和18年２月 江崎グリコ株式会社に商号変更。

昭和24年12月 グリコ株式会社に商号変更。

昭和28年２月 株式公開。（大阪店頭で売買）

昭和28年３月 佐賀市神園５－２－13に九州工場を新設。

昭和29年３月 大阪証券取引所に株式上場。

昭和32年３月 アイスクリームの製造販売を開始。

昭和33年１月 江崎グリコ株式会社に商号変更。

昭和33年２月 チョコレートの製造販売を開始。

昭和35年４月 チューインガムの製造販売を開始。

昭和35年９月 カレーの製造販売を開始。

昭和36年５月 東京証券取引所に株式上場。

昭和41年10月 乳業子会社７社を合併、グリコ協同乳業㈱とし本社を東京都新宿区に置く、昭和47年６月東京都昭

島市に本社を移転。（平成12年４月グリコ乳業㈱に社名変更、乳製品の製造販売）

昭和42年10月 グリコ千葉アイスクリーム㈱設立。（アイスクリームの製造）

昭和43年10月 グリコ兵庫アイスクリーム㈱設立。（アイスクリームの製造）

昭和45年４月 合弁会社Thai Glico Co.,Ltd.（タイ）設立。（菓子・食料品の製造販売）

昭和45年８月 グリコ仙台アイスクリーム㈱設立。（アイスクリームの製造）

昭和50年６月 鳥取グリコ㈱設立。（菓子の製造）

昭和54年９月 三重グリコ㈱設立。（アイスクリームの製造）

昭和55年２月 当社創業者取締役会長江崎利一逝去。

昭和57年３月 ジェネラルビスケット社（仏）と合弁会社Generale Biscuit Glico France S.A.（フランス）設

立。（ポッキーチョコレート『現地名“ミカド”』の製造販売を開始）

昭和57年４月 グリコ栄養食品㈱の株式取得、子会社とする。（食料品・食肉製品の製造販売）

昭和59年11月

昭和61年７月

神戸グリコ㈱設立。（平成25年４月に関西グリコ㈱に社名変更、菓子の製造）

グリコ商事㈱設立。（平成８年11月江栄商事㈱に社名変更、不動産の管理他）

昭和63年６月 ㈱京冷設立。（平成８年10月関西フローズン㈱に社名変更、アイスクリームの販売）

平成３年８月 茨城グリコ㈱設立。（アイスクリームの製造）

平成７年９月 日中合資会社 上海格力高日清食品有限公司に経営参加。（菓子・食料品の製造販売）

平成10年５月 上海格力高日清食品有限公司の持分追加取得により子会社にするとともに上海格力高食品有限公司

に社名変更。

平成11年８月 江崎格力高食品（上海）有限公司設立。（平成13年、上海格力高食品有限公司と合併し、上海江崎

格力高食品有限公司に社名変更）

平成11年10月 江栄情報システム㈱設立。（情報システムの保守・開発）

平成13年１月 グリコ仙台アイスクリーム㈱を仙台グリコ㈱に社名変更。（レトルト食品の製造）

平成13年10月 アイクレオ㈱の株式取得、子会社とする。（乳幼児用粉ミルクの製造販売）

平成13年12月 九州の自社工場所在地に、九州グリコ㈱設立。（菓子の製造）

平成15年２月 Ezaki Glico USA Corp.設立。（菓子・食品等の販売）

平成18年11月

平成23年１月

上海江崎格力高南奉食品有限公司設立。（菓子の製造販売）

関東グリコ㈱設立。（菓子の製造）

平成23年９月 Haitai Confectionery & Foods Co.,Ltd（韓国）と合弁会社Glico-Haitai Co.,Ltd.（韓国）設

立。（菓子の製造販売）

平成24年４月 グリコ栄養食品㈱の食品原料事業部を会社分割して、同社名の新会社を設立。（食品原料の製造販

売）

平成25年４月

 

グリコ乳業㈱の自社５工場所在地に、東京グリコ乳業㈱、那須グリコ乳業㈱、岐阜グリコ乳業㈱、

広島グリコ乳業㈱、佐賀グリコ乳業㈱を設立。（牛乳・乳製品の製造）

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の現物市場の統合により、東京証券取引所市場第一部への単独上

場となる。
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平成25年10月 WINGSグループ（インドネシア）と合弁会社PT.Glico-Wings（インドネシア）を設立。（アイスク

リームの製造販売）

平成26年２月 PT.Glico Indonesiaを設立。（菓子の販売）
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３【事業の内容】

 当社グループは、当社並びに子会社29社及び関連会社４社により構成されており、主として食料品製造業を営んで

おります。また、報告セグメントは、製品・サービスを基礎に構成されており、各セグメントの主な事業内容及び連

結子会社は、次のとおりであります。なお、事業の種類別セグメントと「第５ 経理の状況 １連結財務諸表 （１）

連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメントの区分は同一であります。

 

   平成27年３月31日現在

セグメント区分 主な事業内容 連結子会社及び持分法適用関連会社

菓子部門 チョコレート・ガム・ビスケット・スナッ

ク等の製造販売

関西グリコ㈱

九州グリコ㈱

関東グリコ㈱

上海江崎格力高食品有限公司

上海江崎格力高南奉食品有限公司

Thai Glico Co.,Ltd.

Ezaki Glico USA Corporation

Glico - Haitai Co.,Ltd.

PT.Glico Indonesia

Generale Biscuit Glico France S.A.…(注)２ 

冷菓部門 アイスクリーム等の製造販売 茨城グリコ㈱

グリコ千葉アイスクリーム㈱

三重グリコ㈱

グリコ兵庫アイスクリーム㈱

関西フローズン㈱

東北フローズン㈱

PT.Glico - Wings

食品部門 ルウカレー・レトルト製品等の製造販売 仙台グリコ㈱

鳥取グリコ㈱

牛乳・乳製品部門 乳飲料・洋生菓子等の製造販売 グリコ乳業㈱

東北グリコ乳業㈱

那須グリコ乳業㈱

東京グリコ乳業㈱

岐阜グリコ乳業㈱

広島グリコ乳業㈱

佐賀グリコ乳業㈱

アイクレオ㈱

食品原料部門 澱粉・色素・新素材等の製造販売 グリコ栄養食品㈱

中部グリコ栄食㈱

その他 スポーツフーズの製造販売、置き菓子の販

売、情報システムの保守・開発

 

江栄情報システム㈱

 

  （注）１．非連結子会社１社、持分法非適用関連会社２社につきましては、事業の関連性や連結業績に与える影響が軽

微であることから記載を省略しております。

       ２．当連結会計年度よりGenerale Biscuit Glico France S.A.を持分法適用の関連会社としております。

       ３．(株)グリコ物流サービスは、平成26年９月30日に清算結了いたしました。
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事業の系統図（当社及び連結子会社、持分法適用関連会社）は次のとおりであります。 

平成27年３月31日現在
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４【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 主要な損益情報
等（百万円） 

役員の兼任等 

資金援助 
営業上の
取引 

設備の賃
貸借 

(1）売上高 
(2）経常利益 
(3）当期純利益 
(4）純資産額 
(5）総資産額 

当社 
役員 
  

当社 
社員 
  

（連結子会社）                    

グリコ乳業㈱ 
東京都 

昭島市 
450 

牛乳・乳製

品等の製造

販売 

100.0 あり あり なし 
製品（乳製

品）の購入 
建物の賃貸 

(1） 90,636 

(2）  1,528 

(3）  1,053 

(4） 34,429 

(5） 55,298 

グリコ栄養食品

㈱ 

大阪市 

西淀川区 
400 

澱粉・色素

等の製造販

売 

100.0 あり あり 
運転資金

の貸付 

原料（色素

等）の購入 
建物の賃貸 － 

関西グリコ㈱ 
神戸市 

西区 
100 

菓子等の製

造 
100.0 なし あり 

運転資金

の貸付 

当社製品

（菓子）の

製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

鳥取グリコ㈱ 

鳥取県 

西伯郡 

南部町 

50 
菓子・食品

等の製造 
100.0 なし あり 

運転資金

の貸付 

当社製品

（菓子・食

品）の製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

九州グリコ㈱ 
佐賀県 

佐賀市 
10 

菓子等の製

造 
100.0 なし あり なし 

当社製品

（菓子）の

製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

関東グリコ㈱ 
埼玉県 

北本市 
80 

菓子等の製

造 
100.0 なし あり なし 

当社製品

（菓子）の

製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

仙台グリコ㈱ 

宮城県 

加美郡 

加美町 

30 
食品等の製

造 
100.0 なし あり 

運転資金

の貸付 

当社製品

（食品）の

製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

茨城グリコ㈱ 

茨城県 

常陸大宮

市 

80 

アイスクリ

ーム等の製

造 

100.0 なし あり 
運転資金

の貸付 

当社製品

（冷菓）の

製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

グリコ千葉アイ

スクリーム㈱ 

千葉県 

野田市 
50 

アイスクリ

ーム等の製

造 

100.0 なし あり 
運転資金

の貸付 

当社製品

（冷菓）の

製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

三重グリコ㈱ 
三重県 

津市 
50 

アイスクリ

ーム等の製

造 

100.0 なし あり 
運転資金

の貸付 

当社製品

（冷菓）の

製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

グリコ兵庫アイ

スクリーム㈱ 

兵庫県 

三木市 
30 

アイスクリ

ーム等の製

造 

100.0 なし あり 
運転資金

の貸付 

当社製品

（冷菓）の

製造 

機械装置の

賃貸 
－ 

江栄情報システ

ム㈱ 

大阪市 

西淀川区 
30 

情報システ

ムの保守・

開発 

53.3 あり あり なし 

情報システ

ムの保守・

開発 

建物の賃貸 － 

関西フローズン

㈱ 

京都府 

八幡市 
60 

アイスクリ

ーム等の販

売 

83.3 あり あり 
運転資金

の貸付 

当社製品

（冷菓）の

販売 

なし － 

東北フローズン

㈱ 

岩手県 

一関市 
35 

アイスクリ

ーム等の販

売 

100.0 あり あり 
運転資金

の貸付 

当社製品

（冷菓）の

販売 

なし － 

アイクレオ㈱ 
東京都 

港区 
80 

乳製品等の

製造販売 
100.0 あり あり 

運転資金

の貸付 

製品（飲料

等）の購入 
建物の賃貸 － 

東北グリコ乳業

㈱ 

宮城県 

加美郡 

加美町 

50 
牛乳・乳製

品等の製造 

100.0 

(100.0) 
なし なし なし なし なし － 

那須グリコ乳業

㈱ 

栃木県 

那須塩原

市 

50 
牛乳・乳製

品等の製造 

100.0 

(100.0) 
なし なし なし なし なし － 
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名称 住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 主要な損益情報
等（百万円） 

役員の兼任等 

資金援助 
営業上の
取引 

設備の賃
貸借 

(1）売上高 
(2）経常利益 
(3）当期純利益 
(4）純資産額 
(5）総資産額 

当社 
役員 
  

当社 
社員 
  

（連結子会社）                    

東京グリコ乳業

㈱ 

東京都 

昭島市 
50 

牛乳・乳製

品等の製造 

100.0 

(100.0) 
なし なし なし なし なし － 

岐阜グリコ乳業

㈱ 

岐阜県 

安八郡 

安八町 

50 
牛乳・乳製

品等の製造 

100.0 

(100.0) 
なし なし なし なし なし － 

広島グリコ乳業

㈱ 

広島市 

安佐南区 
50 

牛乳・乳製

品等の製造 

100.0 

(100.0) 
なし なし なし なし なし － 

佐賀グリコ乳業

㈱ 

佐賀県 

佐賀市 
50 

牛乳・乳製

品等の製造 

100.0 

(100.0) 
なし なし なし なし なし － 

中部グリコ栄食

㈱ 

名古屋市

港区 
10 

食品原料等

の製造 

100.0 

(100.0) 
なし なし なし なし なし － 

上海江崎格力高

食品有限公司 

中国 

上海市 

百万 

中国元 

138 

菓子等の製

造販売 
100.0 なし あり なし 

当社製品

（菓子）の

製造 

なし － 

上海江崎格力高

南奉食品有限公

司 

中国 

上海市 

百万 

中国元 

368 

菓子等の製

造 
100.0 なし あり 

設備投資

資金の貸

付 

なし なし － 

Ezaki Glico 

USA Corporation 

米国 

カリフォ

ルニア州 

千ＵＳＤ 

10 

菓子等の販

売 
100.0 なし あり なし 

当社製品

（菓子）の

販売 

なし － 

Thai Glico 

Co.,Ltd. 

タイ国 

バンコッ

ク市 

百万 

バーツ 

20 

菓子等の製

造販売 
49.0 あり あり 

設備投資

資金の貸

付 

当社製品

（菓子）の

販売 

なし － 

Glico - Haitai 

Co.,Ltd. 

韓国 

ソウル市 

百万 

ウォン 

10,000 

菓子等の製

造販売 
60.0 なし あり なし なし なし － 

PT. Glico 

Indonesia 

インドネ

シア共和

国 

南ジャカ

ルタ市 

百万 

インドネシ

アルピア 

61,075 

菓子等の販

売 
90.0 あり なし 

運転資金

の貸付 
なし なし － 

（持分法適用 

関連会社）                    

PT. Glico 

 - Wings 

インドネ

シア共和

国 

ジャカル

タ市 

百万 

インドネシ

アルピア 

350,000 

アイスクリ

ームの製造

販売 

50.0 あり あり なし なし なし － 

Generale 

Biscuit Glico 

France S.A. 

仏国 

パリ市 

千ユーロ 

1,525 

菓子等の販

売 
50.0 なし あり なし なし なし － 

 （注）１．連結子会社のうち、上海江崎格力高食品有限公司及び上海江崎格力高南奉食品有限公司は特定子会社に該当

します。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．グリコ乳業㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高は除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。

４．Thai Glico Co.,Ltd.の持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたもので

あります。

５．議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合で内数であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

菓子
2,482

[3,076]

冷菓
717

[632]

食品
203

[245]

牛乳・乳製品
827

[820]

食品原料
129

[26]

その他
45

[365]

全社（共通）
377

[102]

合計
4,780

[5,266]

（注） １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,106[754] 43.4 19.5 8,130,981

 

セグメントの名称 従業員数（人）

菓子
388

[248]

冷菓
198

[17]

食品
128

[22]

その他
15

[365]

全社（共通）
377

[102]

合計
1,106

[754]

（注）  １．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数は、［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(3）労働組合の状況

 当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ。）の労働組合は、各会社別に組織されており、いずれも日本食品関連産

業労働組合連合会に所属しております。また、労使関係は良好であり、特に記載すべき事項はありません。 
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

  当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善等、一部には景気回復の兆しはあるものの、長

引く消費税増税の影響と急激な円安に伴う実質所得の低下によって消費動向は低調に推移し、海外景気の下振れ懸念

と相まって、依然として不透明な状況で推移しました。食品業界におきましては、円安による原材料価格の上昇等に

よって、取り巻く経営環境は一段と厳しい状況が続いております。

 このような状況の中で、当社グループは「グリコグループ行動規範」に基づき、信頼される企業であり続けること

を事業展開の基本としながら、主力品の売上拡大や新製品・系列品の発売、話題のキャラクターとコラボした販売促

進策等を積極的に展開いたしました。また海外では、中国やタイ、インドネシア等において積極的な事業展開を推し

進めました。

 その結果、売上面では、食品部門は前年同期を下回りましたが、菓子部門、冷菓部門、牛乳・乳製品部門、食品原

料部門、その他部門が前年同期を上回ったため、当連結会計年度の売上高は319,393百万円となり、前連結会計年度

（315,399百万円）に比べ1.3％の増収となりました。

 利益面につきましては、売上原価率は、円安や相場変動による原料費の上昇はありましたが、増収、販売品種構成

の変化及びタイ子会社の洪水被害からの復旧等により、全体ではダウンしました。販売費及び一般管理費では、運送

費及び保管費、厚生費等は減少したものの、積極的な販売対策の実施等により販売促進費及び広告宣伝費等が増加し

ました。その結果、営業利益は14,247百万円で、前連結会計年度（11,645百万円）に比べ2,602百万円の増益とな

り、経常利益は17,610百万円で、前連結会計年度（13,539百万円）に比べ4,070百万円の増益となりました。

 また、当連結会計年度は東京の工場跡地譲渡に伴う固定資産売却益等を特別利益に計上いたしました。その結果、

当期純利益は21,068百万円となり、前連結会計年度（11,033百万円）に比べ10,034百万円の増益となりました。

 なお、畜産加工品事業を行っていたグリコハム(株)の全株式を平成26年１月14日に譲渡したため、当連結会計年度

に畜産加工品部門はありません。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

＜菓子部門＞

売上面では、“神戸ローストショコラ”「ポッキーグループ」「プリッツグループ」等が前年同期を上回りまし

た。海外では、タイや中国で売上を大きく伸ばしました。また、2014年３月にインドネシアで新規設立した卸売販売

子会社も増収に寄与しました。その結果、当連結会計年度の売上高は113,757百万円となり、前年同期(101,076百万

円)に比べ12.5％の増収となりました。

利益面では、増収や、タイ子会社が洪水被害から全面復旧したこと等により、営業利益は8,170百万円となり、前

年同期（5,538百万円）に比べ、2,631百万円の増益となりました。

 

＜冷菓部門＞

  売上面では、“パピコ”は前年同期を下回ったものの、“ジャイアントコーン”“アイスの実”等が前年同期を上

回り、“チョコフォンデュソフト”も順調に売上を伸ばしました。また、卸売販売子会社２社も前年同期を上回りま

した。その結果、当連結会計年度の売上高は73,808百万円となり、前年同期(70,305百万円)に比べ5.0％の増収とな

りました。

 利益面では、原料価格の変動による売上原価率のアップ等により、営業利益は3,039百万円となり、前年同期

（3,202百万円）に比べ162百万円の減益となりました。

 

＜食品部門＞

  売上面では、“ＺＥＰＰＩＮ”等は前年同期を上回りましたが、“カップスープ”等は前年同期を下回りました。

その結果、当連結会計年度の売上高は22,313百万円となり、前年同期(22,464百万円)に比べ、0.7％の減収となりま

した。

 利益面では、減収による減益はありましたが、売上原価率の改善等により、営業利益は669百万円となり、前年同

期（1百万円）に比べ、668百万円の増益となりました。

 

＜牛乳・乳製品部門＞

  売上面では“ドロリッチ”等が前年同期を下回りましたが、“朝食ＢifiＸヨーグルト”「粉ミルク」等が前年同

期を上回り、新製品“アーモンド効果”“ＢifiＸ1000”も売上を伸ばしました。一方、キリンビバレッジ(株)から

の業務受託による売上は前年同期を下回りました。その結果、当連結会計年度の売上高は94,389百万円となり、前年

同期(91,687百万円)に比べ2.9％の増収となりました。
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 利益面では、積極的な販売対策の実施により販売促進費及び広告宣伝費は増加しましたが、販売品種の変動による

売上原価率のダウン等により営業利益は2,300百万円となり、前年同期（1,999百万円）に比べ、300百万円の増益と

なりました。

 

＜食品原料部門＞

 売上面では、“Ａ－グル”等が前年同期を上回りました。その結果、当連結会計年度の売上高は9,463百万円とな

り、前年同期(9,060百万円)に比べ4.5％の増収となりました。

 利益面では、販売価格の見直しや一般経費の削減等により、営業利益は267百万円となり、前年同期（216百万円）

に比べ、50百万円の増益となりました。

 

＜その他部門＞

 売上面では、スポーツフーズは前年同期を下回ったものの、オフィスグリコが前年同期を上回りました。その結

果、当連結会計年度の売上高は5,659百万円となり、前年同期(5,475百万円)に比べ3.4％の増収となりました。

 利益面では、オフィスグリコの増収効果等により、営業利益は264百万円となり、前年同期（239百万円）に比べ、

25百万円の増益となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

    前連結会計年度 当連結会計年度 増減額（△は減）

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 22,499 24,520 2,020

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △14,934 △7,876 7,057

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 8,943 △13,202 △22,146

現金及び現金同等物期首残高 （百万円） 35,378 54,225 18,846

現金及び現金同等物期末残高 （百万円） 54,225 59,406 5,180

 

当連結会計年度における現金及び現金同等物期末残高は、59,406百万円となり、前連結会計年度末（54,225百万

円）に比べ5,180百万円増加いたしました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益31,113百万円に加え、減

価償却費11,017百万円等により、24,520百万円の純収入となり、前連結会計年度に対しては2,020百万円収入が増加

いたしました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入12,836百万円はあ

りましたが、有形固定資産の取得による支出10,210百万円、投資不動産の取得による支出10,115百万円等により

7,876百万円の純支出となり、前連結会計年度に対しては7,057百万円支出が減少いたしました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出10,129百万円、配当

金の支払額1,966百万円等により13,202百万円の純支出（前連結会計年度は8,943百万円の純収入）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績及び仕入実績

① 当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

       セグメントの名称  
当連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

前年同期比（％）

菓子 （百万円） 106,579 111.6

冷菓 （百万円） 41,319 101.5

食品 （百万円） 18,148 106.2

牛乳・乳製品 （百万円） 77,576 101.3

食品原料 （百万円） 5,263 110.4

報告セグメント計 （百万円） 248,885 100.3

その他 （百万円） － －

合計 （百万円） 248,885 100.3

（注）１．金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．畜産加工品事業を行っていたグリコハム株式会社の全株式を平成26年１月14日に譲渡したため、当連結会

計年度において、「畜産加工品部門」はありません。

 

② 当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

       セグメントの名称  
当連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

前年同期比（％）

菓子 （百万円） 6,225 120.8

冷菓 （百万円） 22,162 112.4

食品 （百万円） 2,567 78.8

牛乳・乳製品 （百万円） 12,718 106.1

食品原料 （百万円） 3,537 99.4

報告セグメント計 （百万円） 47,209 110.6

その他 （百万円） 1,773 103.8

合計 （百万円） 48,982 110.3

（注）１．金額は、仕入価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．畜産加工品事業を行っていたグリコハム株式会社の全株式を平成26年１月14日に譲渡したため、当連結会

計年度において、「畜産加工品部門」はありません。

 

(2）受注状況

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

       セグメントの名称  
当連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

前年同期比（％）

菓子 （百万円） 113,757 112.5

冷菓 （百万円） 73,808 105.0

食品 （百万円） 22,313 99.3

牛乳・乳製品 （百万円） 94,389 102.9

食品原料 （百万円） 9,463 104.5

報告セグメント計 （百万円） 313,733 101.2

その他 （百万円） 5,659 103.4

合計 （百万円） 319,393 101.3

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．畜産加工品事業を行っていたグリコハム株式会社の全株式を平成26年１月14日に譲渡したため、当連結会

計年度において、「畜産加工品部門」はありません。

- 12 -



３【対処すべき課題】

 世界的な規模で経営を取り巻く社会情勢や経済環境が目まぐるしく変化し、エネルギー資源や原材料価格も先高基 

調の中で、当社グループはそのような環境変化に柔軟に対応しながら、企業価値の向上に努めてまいります。

 中長期的な会社の成長のための重要な要素を、①強い商品カテゴリーの構築と健康関連事業の創出、②アジアを中 

心としたグローバル展開の推進、③グループ経営資源の結集による競争力強化とし、この３項目を基本的な考え方と 

して会社の対処すべき課題に対する具体的な行動計画を推進してまいります。

 ①強い商品カテゴリーの構築と健康関連事業の創出

 強化すべき商品カテゴリーに経営資源を集中し、世界に通用する強いブランドを構築するとともに、健康関連

事業の基盤構築に取り組みます。

 ②アジアを中心としたグローバル展開の推進

 現在の主要拠点である中国・タイに加えて、ベトナム・インドネシアなどアジア地域に経営資源を重点的に投

下し、菓子事業では「ポッキー」を核にグローバル展開を推進します。また、アイスクリーム事業など、菓子以

外の新規事業についても市場参入に取り組みます。

 ③グループ経営資源の結集による競争力強化

 グループ一体化運営によってガバナンス機能強化を図るとともに、グループの経営資源を結集し競争力強化に

取り組みます。国内事業では、平成27年10月１日付で予定しているグリコ乳業(株)の吸収合併により、経営の合

理化及び効率化を進め、収益性の向上を図ります。また、コンプライアンスや環境問題への対応、人材の育成・

適正配置、研究・開発・生産・販売部門の連携強化など総合力を発揮するための具体的な課題に取り組みます。

 

また、株式会社の支配に関する基本方針について以下のとおり定めております。

１）基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値・株

主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えていま

す。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき行われ

るべきものと考えております。また、当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の

内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、

対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対

象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社では、グループとして企業価値の確保・向上に努めておりますが、特に、当社の企業価値の源泉は、長年にわ

たって築き上げられた企業ブランド及び商品ブランドにあります。そして、当社は、このようなブランド価値の根幹

にあるのは、①商品開発力の維持、②研究開発力の維持、③食品の安全性の確保、④取引先との長期的な協力関係の

維持、⑤企業の社会的責任を果たすことでの信頼の確保等であると考えております。当社の株式の大量買付を行う者

が、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採る

ことにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

- 13 -



２）基本方針の実現のための取組み

  基本方針の実現に資する特別な取組み

当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるための特別な取組みは以下のとおりです。

当社グループは、事業の効率性を重要な経営指標として認識し、グループ各社の連係の一層の強化、シナジー効

果の追求、収益性の向上を図っております。また、当社グループは、中長期的な会社の経営戦略として、各部門と

もに消費者の視点からの新製品や新技術の研究開発に積極的に取り組むとともに、流通構造の変化に対応した販売

制度の実現や製造設備の合理化、さらに生産工場の統廃合を実施し、収益力の向上を図り、事業基盤の安定を目指

しています。さらに、安心・安全という品質を維持するために、製造や輸送段階だけでなく資材調達時点でのチェ

ック体制も強化し、消費者やお得意様に信頼される企業であり続けるように努めています。

当社は、中長期的視点に立ち、これら取組みを遂行・実施していくことで、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を向上してまいります。

３）上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

  基本方針の実現に資する特別な取組み（上記２)の取組み）について

上記２)記載の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策

として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものです。
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４【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財務状況等（株価含む）に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものが

あります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成27年3月31日）現在において当社グループが判断した

ものであります。

（1）製品開発に関するリスク

当社グループは、「おいしさと健康」を企業理念として掲げ、独創的で価値のある製品を提供するための研究開発

活動を行っております。一方で、お客様の嗜好の多様性や健康志向の高まり、国内の少子高齢化等、当社グループを

取り巻く環境は大きく変化しております。このような市場の変化に迅速に対応し、付加価値の高い製品を開発するこ

とが、今後の当社グループの事業拡大にとって重要な取り組み課題であります。このため当社グループでは、新製品

開発、現行製品の改良、コストダウン、基礎研究分野における研究開発活動等を、毎期計画的に実施しております。

しかし、これらの開発投資が成功し、すべて新製品開発につながるという保証はなく、また研究開発テーマが、市場

ニーズと乖離して受け入れられない場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性がありま

す。

（2）原材料調達に関するリスク

チョコレートの原料となるカカオ豆やカカオバターは全量を輸入に頼っております。また、小麦粉、砂糖、乳製

品、食用油、包装資材など、原材料全般に渡って、需給動向や原油価格の変動などにより調達価格が変動しておりま

す。その他、乳製品原料を取り巻く国内取引制度の変更なども当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える

可能性があります。

（3）天候に関するリスク

当社グループが展開している事業の中には、菓子・アイスクリーム・ヨーグルト・飲料等、気温の高低や晴雨とい

う天候状況によって消費者の購買行動が影響を受けやすい商品があり、春夏の低温、猛暑、多雨をはじめとする天候

不順の場合は当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（4）食の安全性に関するリスク

当社グループでは、原材料購入時点における安全性の確認・生産現場における品質チェック・日付管理・輸送途中

の温度管理等を徹底し、国際的な食品安全システムの導入に取り組む等、企業の存立基盤となる「安全と安心」を確

保するため、万全の体制で臨んでおります。 

 しかし、上記の取り組みの範囲を超えた事象が発生した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。

（5）取引先の経営破綻等に関するリスク

当社グループの販売先は主として、スーパーマーケット・コンビニエンスストアや食品専門商社、卸店等でありま

す。当社グループでは債権保全に万全を期すべく、調査機関や業界情報の活用により日常的な情報収集や与信管理を

徹底し、債権の回収不能という事態を未然に防ぐ体制を取っております。 

 しかし、上記の取り組みの範囲を超えた事象が突発的に発生した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。

（6）天変地異や社会的な制度等に関するリスク

当社グループは日本及びヨーロッパ・アジア・米国等において事業展開を行っております。これらの事業展開地域

においては次のようなリスクがあります。これらの事象が発生した場合は当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。

 ①地震等の天変地異の発生

 ②予期しない不利な経済的又は政治的要因の発生や外国為替相場の変動等

 ③テロ、紛争等の発生、感染性疾病の流行等による社会的混乱

（7）法的規制等に関するリスク

当社グループは食品衛生法、製造物責任法、不当景品類及び不当表示防止法、環境・リサイクル関連法規等の法的

規制の適用を受けております。当社グループとしては、各業務担当部門が法務担当部門と連携しながら、すべての法

的規制を遵守するように取り組んでおります。しかし、上記の取り組みの範囲を超えた事象が発生した場合、当社グ

ループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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（8）情報システムの障害等に関するリスク

 当社グループは、生産、販売、管理等の情報をコンピュータにより管理しています。これらの情報システムの運

用については、コンピュータウイルス感染によるシステム障害やハッキングによる被害及び外部への社内情報の漏

洩が生じないよう万全の対策を講じています。しかしながら、当社の想定を超えた技術による情報システムへの不

正アクセスやコンピュータウイルスの感染などにより、情報システムに障害が発生するリスクや、社内情報等が外

部に漏洩するリスクがあり、こうした事態が発生した場合、当社グループの事業活動に支障をきたすとともに、業

績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

（9）固定資産の減損に関するリスク

当社グループでは、事業目的に使用する設備、不動産、投資有価証券等、様々な資産を所有しております。今後、

資産の利用状況及び時価の下落、将来キャッシュフローの状況等により、減損処理が必要となった場合、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

合弁契約

契約先 国名 合弁契約の内容 契約の発効日 契約期間

ジェネラル

ビスケット

社

フランス 社名：Generale Biscuit Glico France S.A.

目的：各種菓子、食料品類の製造販売

資本金：1,525千ユーロ

当社出資額：762千ユーロ（出資比率50％）

設立：1982年３月19日

：1986年５月９日 500万フランスフラン増資

（新資本金1,000万フランス

フラン）

：1987年２月18日 ジェネラルビスケット社

（仏）は、ビー・エス・エ

ヌ社（現ダノングループ）

（仏）と合併しました。

：2007年11月30日 ジェネラルビスケット社

（仏）は、株式譲渡により

クラフトフーズ社（米）の

傘下となりました。

：2012年10月１日 クラフトフーズ社は、モン

デリーズインターナショナ

ル社（スイス）に社名を変

更しました。

昭和56年10月27日

 

平成13年10月27日

平成18年10月27日

 

平成20年5月28日

 

契約の発効日よ

り10年間

契約を更新し契

約期間を５年間

延長しました。

クラフトフーズ

社（米）と合弁

契約の改定契約

を実施しまし

た。

PT. 

Mitorajaya 

Ekaprana

 

インドネシ

ア共和国

 

社名：PT. Glico-Wings

目的：冷菓の製造販売

資本金：3,500億インドネシアルピア

当社出資額：1,750億インドネシアルピア（出資比率

50％）

設立：2013年10月25日

平成25年7月30日 設定なし
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合併契約

 当社は、平成26年12月15日の取締役会において、当社の完全子会社であるグリコ乳業(株)と合併することを決議い

たしました。なお、同決議に基づき平成27年５月18日に合併契約を締結いたしました。

 合併の概要は以下のとおりであります。

 

(1)合併の目的

 当社グループ経営の合理化・効率化に加えて収益性向上と市場競争力強化を図ることを目的として本合併を行う

ものであります。

 

(2)合併の方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、グリコ乳業(株)は解散いたします。

 

(3)合併期日（効力発生日）

平成27年10月１日

 

(4)合併に際して発行する株式及び割当

 当社はグリコ乳業(株)の全株式を所有しておりますので、本合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに合

併交付金の支払いはありません。

 

(5)引継資産・負債の状況

 当社は合併の効力発生日において、吸収合併消滅会社であるグリコ乳業(株)の一切の資産、負債及び権利義務を

承継いたします。

 

(6)合併後の存続会社の資本金・事業の内容

資本金： 本合併により資本金は増加いたしません。

事業内容：菓子・食料品・牛乳・乳製品・飲料等の製造及び販売
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６【研究開発活動】

厳しい経済環境が続く中、企業の成長に不可欠である新製品の開発は、当社グループの企業戦略における最重要課

題のひとつであります。当社グループの研究開発は長期的展望に立った基礎研究、応用研究を健康科学研究所で、新

製品の開発をマーケティング本部等で推進しております。 

当連結会計年度に支出した研究開発費は総額4,471百万円であります。セグメントごとの研究開発費は、菓子部門

が1,247百万円、冷菓部門が777百万円、食品部門が413百万円、牛乳・乳製品部門が1,063百万円、食品原料部門が

273百万円であり、基礎研究等で特定のセグメントに関連付けられない研究開発費は698百万円であります。 

 

当連結会計年度の主な研究の概要とその成果 

（1）基礎研究、応用研究、品質保証研究分野 

独創的な新製品を開発するため、技術・素材・エビデンスに裏付けられた「おいしさと健康」の具現化に向けた

研究を進めています。具体的には、技術面からのシーズの発見に注力し、糖質関連や酵素、微生物応用技術を利用し

た新素材の開発、新食品素材や加工法の利用研究、これらの研究・技術を生かした菓子、冷菓、食品、牛乳・乳製

品、健康食品の商品化研究などに取り組んでおります。 

健康栄養分野の研究では、当社グループの独自菌株であるBifidobacterium animalis ssp. lactis GCL2505株

（BifiX菌）が、冷凍条件下で生菌状態を維持できる技術開発を行いました。さらに、本菌が生きたまま腸まで届

き、おなかで増えるBifiX菌の特徴を冷凍条件下でも維持する技術開発に成功しました。このBifiX菌を配合したフロ

ーンズンジェリーを冷菓商品として商品化しました。また、アーモンドのビタミンＥと食物繊維の栄養素を手軽に摂

取することができるように、硬いアーモンドを細かくすりつぶして作った飲料“アーモンド効果”を開発しました。

その栄養的検証を実施し、製品の価値向上に努めました。今後も独自素材や技術を基軸に、健康に寄与できる基盤研

究を積極的に進めて参ります。 

素材開発分野では、温州みかんを原料とした健康食品素材“ペレチンD”を開発し、上市しました。また独自素材

の“POｓ-Ca”、“バイオグリコーゲン”について、化粧品用途での応用研究を進めました。 

品質保証に関する研究では、お客様に常に安全で安心な商品を購入していただくために、グリコ食品安全センタ

ーにて、当社グループの品質保証に関する高度分析業務を集中して実施しております。また、当センターは2014年9

月に、カビ毒（デオキシニバレノール）検査について分析・検査に関する国際規格（ISO/IEC 17025）を取得しまし

た。 

 

(2)新製品開発分野 

人口の減少に加え、少子・高齢化が進む市場環境下において、マーケティング本部が製造部門などの関連部門と

連携し、すべてのカテゴリーでお客様のニーズや市場のトレンドを意識した商品力強化、独創的な新製品開発と市場

導入を図り、市場の活性化に取組んでおります。既存基幹品のブランド強化を中心に、お客様ニーズの変化へ適合を

進めました。 

菓子分野では、主力品“ポッキー”は、プレッツェル部にココアパウダーを多く練り込む新製法によって濃厚なカ

カオ風味を実現したショートサイズのポッキー、“ポッキーデミタス”を発売し、オンタイムのニーズを捉えること

に成功しました。また抹茶やあずきの和素材にこだわった“ポッキー和ごころ”や、エンローバーチョコスナックの

新製品として抹茶やさくらの深い味わいが愉しめる“和織り”を発売しました。ソリッドチョコでは、エアインチョ

コをトレイに充填し、かわいさとふんわりとした食感が特長の“カプリココット”を発売しました。３年目を迎え

た“バトンドール”は、シチリアレモンやブランデーVSOP等の季節に合わせた新味を投入し、身近なデパート菓子と

して引き続きご愛顧いただいております。“プリッツ”は、スナック、ビスケット、せんべい、パイ等のいろいろな

焼き菓子を、独自の技術でスティック状にすることで食シーンの拡大を図りました。“コロン”は、生クリーム仕立

てのふわふわミルククリームにより、おいしさ強化を図りました。“キスミント”は、凍結果汁を配合したフルーツ

ガムの表面に、冷涼感あるクーリング成分を塗布することで、ひんやりジューシー感を実現しました。 

冷菓分野では、“ジャイアントコーン”は、トッピングチョコレートのカカオ感をアップ、またコーンをさらに香

ばしい風味に改良し、全体の風味、食感のハーモニーを強化しました。さらに春先から季節限定品“塩バニラ”を投

入し、売場での露出強化、購買喚起を計り、ブランドを強化しました。“パピコ”は“抹茶”に、「うま爽やか微細

氷入り」製法を活用し、従来品に比べて食べ始めが濃厚で後口すっきりした風味を実現しました。“アイスの

実”は、定番品に加えて、夏限定品として“和梨”を、秋冬限定品はより季節性を重視したクリーム系“カフェオ

レ”、“抹茶オレ”を投入し、ブランドの活性化を図りました。さらに、“ジャイントコーン”、“パピコ”、“ア

イスの実”の3ブランドでは、チョコレートの素材にこだわった大人のショコラシリーズを投入し、新たな需要層の

獲得を図りました。“セブンティーンアイス”は、価格改定に際し、付加価値を付与し全品リニューアルを行いまし

た。くまもん企画“熊本県産スイカ”やハロウィーン企画“パンプキン＆クッキー”などの季節限定品も素材を活用

し活性化を図りました。“牧場しぼり”は、定番品に加えて、季節限定品として“マンゴージェラート＆ミル

ク”、“きなこ＆ミルク”、“ラムレーズン”、“塩キャラメル＆ミルク”を投入し、ブランドの活性化を図りまし

た。“BifiXフローズンジェリー”は、BifiXを生きたまま冷凍下で安定させる配合技術を活用しました。 
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食品分野では、20種類の食材と500時間熟成させたスパイスを使用し、深いコクを生む独自製法によって上質で深

い味わいのある“プレミアム熟カレー”を北海道地区に発売しました。“ZEPPIN”シリーズの“ビーフシチュ

ー”は、コクや旨みに寄与するプリクック配合を見直し、より濃厚で豊かな味わいに改良しました。“クレアシチュ

ーシリーズ”はブイヨンの煮込み時間を延長してコクをアップするとともに、クラムチャウダーを新発売しラインナ

ップを強化しました。“カレー職人”はラインアップを見直すとともに、電子レンジ加熱対応パウチにすることで利

便性を高めました。レトルトカレー“LEE”は、粗挽き赤唐辛子を使用することで、辛さだけでなくコクや旨味を強

化しました。また、香り豊かなスパイス感の“ブラックLEE”も新発売しました。“炊き込み御膳”は、4種の削り節

からとった黄金だしをブレンドして香りと旨みを強化するとともに、“海鮮風五目ごはん”や本格的な“真鯛ごは

ん”を新発売して価値を高めました。“ごちうま”シリーズは、秋に“白菜の胡麻だれ炒め”と“豚のたまねぎ生姜

炒め”、春に“豚オクラ炒め”と“鶏レタスの塩ぽんず炒め”を発売し、季節の提案を強化しました。成長市場の

「惣菜の素」商材として、食べログで選ばれたシェフ監修のもと、大人のための惣菜の素“Dear Chef”を開発し、

上質な夕食シーンを提案しました。北海道産生クリームを使用したクリーミーで濃厚な本格的カップスープ“大人の

濃厚スープ”を新発売しました。 

牛乳・乳製品分野では、ロングセラーブランドにおける基幹品の取り扱い拡大と市場成長が著しい発酵乳の拡大

に注力しました。発酵乳カテゴリー主力の“朝食BifiXシリーズ”で健康を気づかう方に向けた脂肪ゼロタイプ

の“朝食BifiXヨーグルト 朝果実ミックス”を発売しました。また、“高濃度ビフィズス菌飲料BifiX1000”の販売

エリアを全国に拡大、さらに2015年３月には全品リニューアルし、“朝食BifiXヨーグルト”と“朝食BifiXヨーグル

ト 脂肪ゼロ”について、BifiXの機能性に加え、ほどよい甘みと固めの食感で、おいしく食べられることを訴求しま

した。一方、「フルーツタイプ」についてはフレーバー毎のレシピを掲載し、新しい食べ方を提案しました。また、

朝食りんごヨーグルトシリーズは、りんごとヨーグルトがそれぞれ際立つ製法を採用し、りんごの香り・風味の実感

度を向上させました。「パーソナルタイプ」については、りんごの量を増やした期間限定品を投入しました。洋生菓

子カテゴリーは、“プッチンプリン”シリーズで、“ひとくちプッチンプリン”が好調に推移しました。また、基幹

品については昨年に引き続き夏季に凍らせて食べることを提案し、冬季には“プッチンプリン”を温めてパンと一緒

に食べるという食べ方を提案しました。“ドロリッチ”シリーズは基幹の“ドロリッチカフェゼリー＆クリーム”に

加え、これまでとは異なる高価格帯品を発売しました。健康カテゴリーでは、アーモンド飲料の“アーモンド効

果”シリーズを新発売しました。発売以降お客様に認知していただく活動（試飲、広告投入）を重ねた結果、大手検

索エンジンにおいて2014年で最も検索率が急上昇した飲料ブランドとして表彰されました。 

その他、スポーツフーズでは主力商品の“マックスロードホエイプロテイン”シリーズに新たにイチゴ果肉を配

合した“ストロベリー風味”を発売しました。また1kg容量のラインアップを追加し、“チョコレート風味”のココ

アパウダーを増量して更に美味しく飲みやすい味にリニューアルしました。 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成して

おります。この連結財務諸表の作成においては、経営者による会計上の見積りを必要とします。経営者はこれらの

見積りについて過去の実績や現状等を総合的に勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の

不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

また、この連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針につきましては、「第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりま

すが、次の重要な会計方針が連結財務諸表作成における重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えておりま

す。

①貸倒引当金

 当社グループは、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上しております。取引先の財政状

態が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上が必要となる可能性があります。

②繰延税金資産の回収可能性の評価

 当社グループは、繰延税金資産について将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性を十分に検討し、回収可

能見込額を計上しております。繰延税金資産の回収可能見込額に変動が生じた場合には、繰延税金資産の取崩しま

たは追加計上により利益が変動する可能性があります。

③退職給付費用及び退職給付に係る負債

 当社グループは、退職給付費用及び退職給付に係る負債について、数理計算上で設定される前提条件に基づいて

算出しております。これらの前提条件には、割引率、将来の給与水準、退職率、統計数値に基づいて算出される死

亡率及び年金資産の期待運用収益率等が含まれます。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更

された場合、その影響は将来にわたって規則的に認識されるため、将来期間において認識される費用及び計上され

る債務に影響を及ぼします。

④有価証券の減損

 当社グループは、投資有価証券を保有しており、時価のある有価証券については時価法を、時価のない有価証券

については原価法を採用しております。また、時価のある有価証券については、期末における時価が取得原価に比

べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％から50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮し

て必要と認められた額について減損処理を行っております。他方、時価のない有価証券については、実質価額が取

得価額と比べて50％以上下落したものについては「著しく下落した」ものとし、回復可能性が十分な根拠により裏

付けられる場合を除き減損処理を行っております。

 当社グループは、投資有価証券について必要な減損処理をこれまで行ってきておりますが、将来の市況悪化や投

資先の業績不振等により、現状の帳簿価額に反映されていない損失または帳簿価額の回収不能が生じ、減損処理が

必要となる可能性があります。

⑤販売促進引当金

 当社グループは、販売促進費の支出に備えて、連結会計年度末における販売促進費の見込額に基づき、発生見込

額を計上しております。販売促進費の発生見込額に変動が生じた場合には、販売促進引当金の取崩しまたは販売促

進費の追加計上により利益が変動する可能性があります。

⑥事業構造改善引当金

 当社グループは、事業構造改善のための関係会社整理等に伴う損失見込額を計上しております。事業構造改善に

係る損失見込額に変動が生じた場合には、事業構造改善引当金の取崩しまたは事業構造改善費用の追加計上により

利益が変動する可能性があります。
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(2）財政状態の分析

①流動資産

当連結会計年度末における流動資産の残高は132,322百万円（前連結会計年度末は114,869百万円）となり、

17,453百万円増加いたしました。この主な要因は、現金及び預金の増加、原材料及び貯蔵品の増加によるもので

す。

②固定資産

当連結会計年度末における固定資産の残高は142,979百万円（前連結会計年度末は128,374百万円）となり、

14,605百万円増加いたしました。この主な要因は、投資不動産及び投資有価証券の増加によるものです。

③流動負債

 当連結会計年度末における流動負債の残高は78,729百万円（前連結会計年度末は74,301百万円）となり、4,428

百万円増加いたしました。この主な要因は、支払手形及び買掛金が増加したことによるものであります。

④固定負債

 当連結会計年度末における固定負債の残高は21,734百万円（前連結会計年度末は23,438百万円）となり、1,704

百万円減少いたしました。この主な要因は、長期借入金が減少したことによるものであります。

⑤純資産

 当連結会計年度末における純資産の残高は174,838百万円（前連結会計年度末は145,504百万円）となり、29,334

百万円増加いたしました。この主な要因は、利益剰余金の増加、その他有価証券評価差額金の増加によるもので

す。

 これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末の58.1％から61.5％となり、１株当たり純資産額は前連結会計

年度末の2,157円60銭から2,582円19銭となりました。なお、平成26年10月１日付で普通株式２株を１株の割合で併

合したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額を算定しておりま

す。

 

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、売上高が319,393百万円（前連結会計年度に比べ1.3％の増収）、

営業利益が14,247百万円（前連結会計年度に比べ22.3％の増益）、経常利益が17,610百万円（前連結会計年度に比

べ30.1％の増益）、当期純利益が21,068百万円（前連結会計年度に比べ90.9％の増益）となりました。

①売上高

当連結会計年度の売上高は、食品部門が減収となったものの、菓子部門、冷菓部門、牛乳・乳製品部門、食品原

料部門、その他部門が増収になったことにより、前連結会計年度に比べ、3,994百万円増加し、319,393百万円（前

連結会計年度比1.3％増）となりました。 

 また、各セグメント別の売上高の状況は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （１）業績」に記載してお

ります。

②売上総利益

 売上総利益は、円安や相場変動による原料費の上昇はありましたが、増収、販売品種構成の変化やタイ子会社の

洪水被害からの復旧等によって、売上原価率がダウンしたことにより、前連結会計年度に比べ5,007百万円増加

し、141,610百万円となりました。売上総利益率は44.3％となり、前連結会計年度に比べ1.0％アップしました。

③販売費及び一般管理費

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ2,405百万円増加し、127,363百万円となりました。運送費及び

保管費、厚生費等は減少したものの、積極的な販売対策の実施等により販売促進費及び広告宣伝費等が増加したこ

とが主な要因であります。

④営業利益

上記の結果、営業利益は、前連結会計年度に比べ2,602百万円増加し、14,247百万円（前連結会計年度に比べ

22.3％の増益）となりました。

また、各セグメント別の営業利益の状況は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （１）業績」に記載して

おります。

⑤経常利益

主に営業利益及び為替差益の増加等によって、経常利益は17,610百万円（前連結会計年度に比べ30.1％の増益）

となりました。

⑥当期純利益

東京の工場跡地譲渡に伴う固定資産売却益等を特別利益に計上した結果、税金等調整前当期純利益は31,113百万

円（前連結会計年度比79.1％増）となりました。当期純利益は前連結会計年度に比べ10,034百万円増加し、21,068

百万円（前連結会計年度比90.9％増）となりました。

これらの結果、１株当たり当期純利益は321円35銭となりました。また、自己資本利益率は前連結会計年度より

5.0ポイント改善し、13.6％となりました。
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(4）資本の財源及び資金の流動性について

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、第２「事業の状況」１「業績等の概要」(2)キャ

ッシュ・フローに記載のとおりであります。

また、キャッシュ・フロー指標の推移は、以下のとおりであります。

   
平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率 （％） 52.1 58.1 61.5

時価ベースの自己資本比率 （％） 50.5 73.7 115.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年） 1.8 1.0 0.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍） 54.4 76.7 90.7

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度は総額102億円の設備投資を行いました。事業部門別の投資額は、菓子部門が43億円、冷菓部門が

26億円、食品部門が１億円、牛乳・乳製品部門が23億円であり、主な内容は次のとおりであります。 

 菓子部門は上海子会社の生産設備関連等、タイ子会社の生産設備関連等、関西グリコ株式会社の生産設備関連等、

冷菓部門は自動販売機などの販売設備等、牛乳・乳製品部門は岐阜グリコ乳業株式会社の生産設備等であります。

２【主要な設備の状況】

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

平成27年３月31日現在 
 

事業所名 
（所在地） 

セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡) 

リース資産 その他 合計 

山梨罐詰㈱他（外注先） 

(静岡県静岡市清水興津

中町他) 

菓子 

冷菓 

食品 

菓子・冷菓・食

品生産設備 
17 1,301 － － 53 1,373 － 

研究所 

(大阪市西淀川区) 

菓子 

冷菓 

食品 

研究開発設備 310 54 
0 

(1) 
－ 58 424 

120 

[17] 

本社他 

(大阪市西淀川区) 
全社(共通) その他設備 1,558 141 

1,744 

(63) 
4 157 3,606 

545 

[142] 

 

(2）国内子会社

平成27年３月31日現在 
 

会社名 事業所名 
（所在地） 

セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡) 

リース資産 その他 合計 

関西グリコ㈱ 

神戸ファクトリ

ー 

(神戸市西区) 

菓子 
菓子生産

設備 
2,257 2,938 

2,364 

(47) 
50 613 8,224 

189 

[559] 

関西グリコ㈱ 

大阪ファクトリ

ー 

(大阪市西淀川

区) 

菓子 
菓子生産

設備 
1,035 489 

4 

(33) 
－ 236 1,765 

43 

[182] 

鳥取グリコ㈱ 

鳥取工場 

(鳥取県西伯郡

南部町) 

菓子 

食品 

菓子・食

品生産設

備 

204 332 
77 

(27) 
－ 22 637 

37 

[74] 

九州グリコ㈱ 
九州工場 

(佐賀県佐賀市) 
菓子 

菓子生産

設備 
477 486 

17 

(31) 
0 37 1,019 

62 

[147] 

関東グリコ㈱ 
北本工場 

(埼玉県北本市) 
菓子 

菓子生産

設備 
4,231 2,139 

2,989 

(113) 
－ 68 9,428 

90 

[244] 

仙台グリコ㈱ 

仙台工場 

(宮城県加美郡

加美町) 

食品 
食品生産

設備 
344 296 

438 

(34) 
－ 16 1,096 

38 

[149] 

茨城グリコ㈱ 

茨城工場 

(茨城県常陸大

宮市) 

冷菓 
冷菓生産

設備 
971 737 

680 

(39) 
－ 893 3,282 

70 

[146] 

グリコ千葉アイ

スクリーム㈱ 

千葉工場 

(千葉県野田市) 
冷菓 

冷菓生産

設備 
420 589 

535 

(38) 
－ 41 1,586 

65 

[124] 

三重グリコ㈱ 
三重工場 

(三重県津市) 
冷菓 

冷菓生産

設備 
267 486 

404 

(24) 
5 34 1,199 

54 

[112] 
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会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡) リース資産 その他 合計 

グリコ兵庫アイ

スクリーム㈱ 

兵庫工場 

(兵庫県三木市) 
冷菓 

冷菓生産

設備 
457 630 

43 

(15) 
15 47 1,193 

53 

[126] 

江栄情報システ

ム㈱ 

本社 

(大阪市西淀川

区) 

その他 
その他設

備 
－ － － 224 － 224 

30 

[-] 

アイクレオ㈱ 
柏原工場 

(兵庫県丹波市) 

牛乳・乳

製品 

乳製品等

生産設備 
2 65 

198 

(13) 
－ 8 274 

29 

[36] 

那須グリコ乳業

㈱ （注）２ 

那須工場 

(栃木県那須塩

原市) 

牛乳・乳

製品 

牛乳・乳

製品等生

産設備 

245 934 

213 

(13) 

［2］ 

－ 14 1,407 
62 

[89] 

東京グリコ乳業

㈱ 

東京工場 

(東京都昭島市) 

牛乳・乳

製品 

牛乳・乳

製品等生

産設備 

680 1,232 
1,284 

(26) 
－ 104 3,302 

65 

[139] 

岐阜グリコ乳業

㈱ （注）２ 

岐阜工場 

(岐阜県安八郡

安八町) 

牛乳・乳

製品 

牛乳・乳

製品等生

産設備 

880 1,716 

234 

(40) 

［4］ 

－ 1,219 4,050 
59 

[116] 

広島グリコ乳業

㈱ 

広島工場 

(広島市安佐南

区) 

牛乳・乳

製品 

牛乳・乳

製品等生

産設備 

784 1,111 
281 

(11) 
－ 5 2,182 

38 

[46] 

佐賀グリコ乳業

㈱ 

佐賀工場 

(佐賀県佐賀市) 

牛乳・乳

製品 

牛乳・乳

製品等生

産設備 

850 923 
374 

(32) 
－ 51 2,200 

61 

[133] 

グリコ乳業㈱ 

（注）３ 

熊本デポ 

(熊本県熊本市) 

牛乳・乳

製品 

牛乳・乳

製品等生

産設備 

10 0 
37 

(14) 
－ － 48 － 

グリコ乳業㈱ 
本社 

(東京都昭島市) 

牛乳・乳

製品 

その他設

備 
511 137 

746 

(6) 
－ 50 1,445 

163 

[33] 

東北グリコ乳業

㈱ 

宮城工場 

(宮城県加美郡

加美町) 

牛乳・乳

製品 

牛乳・乳

製品等生

産設備 

115 174 
117 

(117) 
－ 11 418 

44 

[45] 

グリコ栄養食品

㈱ 

本社 

(大阪市西淀川

区) 

食品原料 
その他設

備 
－ 1 － － 25 26 

69 

[10] 

中部グリコ栄食

㈱ 

（注）２ 

名古屋ファクト

リー 

(名古屋市港区) 

食品原料 

食品原料

等生産設

備 

32 200 
－ 

[14] 
－ 10 242 

34 

[11] 
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(3）在外子会社

平成27年３月31日現在 
 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメン
トの名称 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積千㎡) リース資産 その他 合計 

Thai Glico 

Co.,Ltd. 

バンカディ工場 

（タイ） 

他タイ国内１工

場 

菓子 
菓子生産

設備 
653 6,853 

731 

(143) 
－ 724 8,963 

770 

[196] 

上海江崎格力高

食品有限公司 

（注）２ 

上海工場 

(中国上海市) 
菓子 

菓子生産

設備 
263 1,442 

－ 

［30］ 
－ 391 2,097 

668 

[1,236] 

上海江崎格力高

南奉食品有限公

司 

（注）２ 

上海工場 

(中国上海市) 
菓子 

菓子生産

設備 
3,901 2,183 

－ 

［30］ 
－ 342 6,427 

134 

[257] 

Glico-Haitai. 

Co.,Ltd. 

本社 

(韓国ソウル市) 
菓子 

菓子生産

設備 
－ 534 － － 0 535 

5 

[-] 

PT.Glico 

Indonesia 

 

本社 

(インドネシア

共和国ジャカル

タ市) 

菓子 
その他設

備 
－ 45 － － 4 50 

119 

[7] 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等を

含んでおりません。

２．土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は118百万円であります。賃借している土地の面積に

ついては、［ ］で外書きしております。

３．現在休止中であります。

４．上記の他、賃貸借処理を行っている主要なリース設備（借主）として以下のものがあります。

(1）提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
年間支払リース料

（百万円）

梅田オフィス

（大阪市北区）
全社（共通） 建物及び構築物 173

北海道・東北統括支店

（宮城県仙台市）
全社（共通） 建物及び構築物 27

 

５．従業員の［ ］は、臨時雇用者数を外書しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定していますが、計画実行に当たっては投資委員会において提出会社を中

心に調整を図っています。

 

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

 

 （１）重要な設備の新設等

 

会社名 所在地
セグメン

トの名称

設備の

内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定 完成後

の増加

能力

（注）2

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

江崎グリコ㈱

神戸ファ

クトリー

他

菓子
機械装置

等
3,000 － 自己資金

平成27年

４月

平成28年

３月
－

江崎グリコ㈱ 千葉工場 冷菓 建物等 11,663 － 自己資金
平成27年

４月

平成28年

２月
－

江崎グリコ㈱ 茨城工場 冷菓
機械装置

等
1,500 145 自己資金

平成26年

10月

平成27年

５月
－

江崎グリコ㈱
各市町村

他
冷菓

販売什器

等
2,100 － 自己資金

平成27年

４月

平成28年

３月
－

グリコ乳業㈱
岐阜工場

他

牛乳・

乳製品

機械装置

等
2,400 － 自己資金

平成27年

４月

平成28年

３月
－

Thai Glico

Co.,Ltd.

タイ国

バンコッ

ク市

菓子
機械装置

等
400 － 自己資金

平成27年

４月

平成28年

３月
－

上海江崎格力

高食品有限公

司

中国

上海市
菓子

機械装置

等
400 － 自己資金

平成27年

４月

平成28年

３月
－

上海江崎格力

高南奉食品有

限公司

中国

上海市
菓子

機械装置

等
600 － 自己資金

平成27年

４月

平成28年

３月
－

 

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

   ２. 完成後の増加能力については、設備投資が主として新設であり、生産品種も多岐にわたることから、

     増加能力を合理的に算定することが困難であるため、記載しておりません。

 

 （２）重要な設備の除却等

 

    経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 270,000,000

計 270,000,000

（注）平成26年６月27日開催の第109期定時株主総会の決議に基づき、平成26年10月１日を効力発生日として発行可能株

式総数は200,000,000株減少し、270,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（平成27年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成27年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 69,430,069 69,430,069
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 69,430,069 69,430,069 － －

（注）平成26年６月27日開催の第109期定時株主総会の決議に基づき、平成26年10月１日を効力発生日として単元株式数

は1,000株から100株に変更となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成25年12月11日

（注）１
△6,000 138,860 － 7,773 － 7,413

平成26年10月１日

（注）２
△69,430 69,430 － 7,773 － 7,413

 （注）１．自己株式の消却によるものであります。

２．平成26年10月１日を効力発生日として普通株式２株を１株の割合で併合したことによるものであります。
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（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 64 33 252 234 10 13,320 13,913 － 

所有株式数

（単元） 
－ 236,430 6,207 175,374 105,432 82 169,118 692,643 165,769 

所有株式数の

割合（％） 
－ 34.13 0.90 25.32 15.22 0.01 24.42 100.00 － 

 （注）１．自己株式3,860,644株は「金融機関」欄に2,992単元、「個人その他」欄に35,614単元及び「単元未満株式の

状況」欄に44株含めて記載しております。また、自己株式数には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）が所有する株式2,992単元を含めております。

２．「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が350株含まれております。

（７）【大株主の状況】

    平成27年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

掬泉商事株式会社 大阪市西淀川区歌島４丁目６－５ 4,131 5.95 

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１丁目２－１ 3,500 5.04 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 3,214 4.63 

佐賀県農業協同組合 佐賀県佐賀市栄町２－１ 2,943 4.24 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 2,896 4.17 

日清食品ホールディングス株式会社 大阪市淀川区西中島４丁目１－１ 2,800 4.03 

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１－１ 1,598 2.30 

江崎グリコ共栄会 大阪市西淀川区歌島４丁目６－５ 1,490 2.15 

大正製薬ホールディングス株式会社 東京都豊島区高田３丁目24－１号 1,010 1.45 

江崎正道 兵庫県芦屋市 1,000 1.44 

計 － 24,585 35.41 

 （注）１．株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２．上表のほか、(8）議決権の状況 ②自己株式等に記載しております自己株式が大株主に該当いたします。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,561,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 65,702,900 657,029 －

単元未満株式 普通株式 165,769 － －

発行済株式総数   69,430,069 － －

総株主の議決権 － 657,029 －

（注）上記の「完全議決権株式（その他）」の欄には、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」所有の自己株式が、

299,200株（議決権の数2,992個）含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名   
又は名称

所有者の住所
自己名義所有 
株式数（株）

他人名義所有 
株式数（株）

所有株式数の 
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

江崎グリコ株式会社
大阪市西淀川区歌島

４丁目６－５
3,561,400 299,200 3,860,600 5.56

計 － 3,561,400 299,200 3,860,600 5.56

 （注）１．他人名義で所有している理由等

     「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」の信託財産として、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口）（東京都中央区晴海１丁目８－11）が所有しております。

    ２．当社は平成26年10月１日付で当社の発行する普通株式２株を１株とする株式併合を行っており、当事業年度

末日現在の自己株式数は、3,860,644株となっております。

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

- 29 -



（１０）【従業員株式所有制度の内容】

①従業員持株会信託型ＥＳＯＰの内容

イ．従業員持株会信託型ＥＳＯＰの概要

当社は、平成23年６月20日の取締役会において、当社グループ従業員持株会を活用し、福利厚生の拡充及び当

社の企業価値向上を目的として「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」（以下「本制度」といいます。）の導入を決議

いたしました。

本制度は、当社の従業員持株会である「江崎グリコ投資会」（以下「本持株会」といいます。）に加入するす

べての社員を対象とするインセンティブ・プランです。本制度では、当社と三井住友信託銀行株式会社の間で、

当社を委託者、三井住友信託銀行株式会社を受託者とする特定金銭信託契約（以下「本信託契約」といい、本信

託契約によって設定される信託を「本信託」といいます。）を締結し、三井住友信託銀行株式会社（信託口）を

設定します。三井住友信託銀行株式会社（信託口）は、本信託の設定後５年間にわたり本持株会が取得すると合

理的に見込まれる数の当社株式を、借入金を原資として、当社からの第三者割当によって取得します。当該借入

は、貸付人を三井住友信託銀行株式会社、借入人を三井住友信託銀行株式会社（信託口）とする二者間で締結さ

れる責任財産限定特約付金銭消費貸借契約に基づいて行われます。また、第三者割当については、三井住友信託

銀行株式会社（信託口）と当社の間で有価証券届出書の効力発生後に締結される予定の株式総数引受契約に基づ

いて行われます。三井住友信託銀行株式会社（信託口）が取得した当社株式は、本信託契約に基づき、信託期間

内（５年）において、一定の計画（条件及び方法）に従って継続的にその時々の時価で本持株会に売却します。

三井住友信託銀行株式会社（信託口）は、当社からの第三者割当によって取得した当社株式の売却による売却

代金及び保有株式に対する配当金を原資として、三井住友信託銀行株式会社からの借入金の元本・利息を返済し

ます。その後、本信託の信託財産に属する金銭から、本信託に係る信託費用や未払いの借入元利金などを支払

い、残余財産が存在する場合は、当該金銭を下記③に記載の本信託契約で定める受益者要件を充足する社員に分

配します。当該分配については、受託者である三井住友信託銀行株式会社と当社が特定金銭信託契約を締結して

おり、当該契約に基づき従業員に金銭の分配を行います。なお、借入金が完済できない場合は、損失補償契約に

基づき補償人である当社が補償履行します。

また、本信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権その他の株主としての権利行使（以下、「議決権行使

等」といいます。）については、信託管理人が本信託契約及び本信託契約に定める株式の取扱いに関するガイド

ラインに従って議決権行使等の指図を受託者に対して行い、受託者はその指図に従い議決権行使等を行います。

なお、本持株会は従来どおり存続、運営しております。

ロ．従業員等持株会に取得させる予定の株式の総数

1,140,000株

 

ハ．当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

本信託契約で受益者となり得る者は、持株会への売却期間において本持株会に加入している者（但し、定年退

職、当社都合による退会によって本持株会を退会した者を含みます。）のうち、所定の受益者確定手続に基づい

て受益者として確定した者とします。

②業績連動型株式報酬制度の内容

イ．業績連動型株式報酬制度の概要

当社は、平成27年５月15日開催の取締役会において、新しい株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を

導入することを決議し、本制度の導入に関する議案が、平成27年６月24日開催の第110回定時株主総会において

決議されました。

当社は、取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。以下同じ。）並びに当社と委任契約を締結している執

行役員（海外駐在者を除く。以下併せて「取締役等」といいます。）を対象に、業績向上に対する達成意欲を更

に高めるとともに、株主価値との連動性を高めることを目的として、会社業績との連動性が高く、かつ透明性・

客観性の高い役員報酬制度として、本制度を導入いたしました。

本制度については、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」といいます。）と称

される仕組みを採用しております。ＢＩＰ信託とは、米国のパフォーマンス・シェア（PerformanceShare）制度

及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）制度を参考にした役員インセンティブ・プランであります。当社

は、平成28年３月31日で終了する事業年度から平成30年３月31日で終了する事業年度までの３年間（以下「対象

期間」といいます。）を対象として、各事業年度の役位及び業績目標の達成度に応じて役員報酬として当社株式

の交付を行う制度を採用いたします。

本制度では、当社と三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の間で、当社を委託者、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託

者とする役員報酬ＢＩＰ信託契約（以下「本信託契約」といい、本信託契約に基づき設定される信託を「本信
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託」といいます。）を締結することによって設定される信託口、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ

信託口）（以下、「役員報酬信託口」といいます。）において、予め取得した株式を管理する予定です。

本信託契約では、当社が合計３億円を上限とする金員を対象期間の取締役等への報酬として拠出し、受益者要

件を満たす取締役等を受益者とする信託を設定いたします。役員報酬信託口は、当社株式を当社（自己株式処

分）又は株式市場から取得し、業績達成度に応じて当社の取締役等に当社株式を交付いたします。

役員報酬信託口からの当社株式の交付は、受益者要件を満たす当社の取締役等に、所定の受益者確定手続を行

うことにより、信託期間中の毎年６月末日（同日が営業日でない場合には、前営業日）に、同年５月末日に付与

されたポイント数に応じた当社株式を本信託から交付します。

なお、本信託の信託財産に属する当社株式（すなわち当社の取締役等に交付される前の当社株式）について

は、経営への中立性を確保するため、信託期間中、議決権を行使しないものとなっております。

 

ロ．本制度の対象者

本制度の対象者及び受益者要件は以下のとおりとなります。

① 毎年３月末日に当社の取締役等として在任していること

② 在任中に一定の非違行為があった者でないこと

③ 業績目標の達成度に応じて付与されるポイント数が決定されていること

④ その他株式報酬制度としての趣旨を達成するために必要と認められる要件

 

ハ．信託終了時の取扱い

評価対象事業年度における業績目標の未達等により、信託終了時に残余株式が生じた場合は、株主還元策とし

て、信託終了時に、本信託から当社に当該残余株式の無償譲渡を行い、取締役会決議により消却することを予定

しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 39,141 77,170,908

当期間における取得自己株式 516 2,748,940

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － － 

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
92 369,440 － － 

その他

（株式併合による減少）
3,871,908 － － － 

その他

（従業員ＥＳＯＰ信託口から当社従業員持株会へ

の売却）

56,800 131,531,000 2,700 13,946,000 

保有自己株式数 3,860,644 － 3,858,460 － 

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡による株式は含まれておりません。

３．保有自己株式数には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式のうち、

299,200株を当事業年度に、296,500株を当期間に含めて記載しております。
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３【配当政策】

  当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、財務体質の強化と積極的

な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としています。また、中

間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

  これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

  当事業年度の期末配当につきましては、１株につき30円とさせていただきました。既に平成26年12月10日に実施済

の中間配当金１株当たり５円と合わせまして、年間配当金は１株当たり35円となります。

  また、内部留保資金の使途につきましては、設備投資、研究開発、今後の海外事業の展開などの資金に充当してま

いりたいと考えております。

  当社は、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除

き、取締役会決議により定める。」旨を定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成26年10月30日

取締役会決議
655 5

平成27年５月15日

取締役会決議
1,967 30

（注）当社は、平成26年10月１日付で、普通株式２株を１株とする株式併合を実施しております。当事業年度の年間

配当金は、株式併合前の中間配当と株式併合後の期末配当を合計したものであり、株式併合実施前を基準に換

算すると、期末配当は１株につき15円、年間配当金は１株当たり20円に相当いたします。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 1,110 1,007 998 1,491
2,134

[5,360]

最低（円） 780 811 852 868
1,252

[3,390]

 （注） １.最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２.平成26年10月１日付で当社の発行する普通株式２株を１株とする株式併合を行ったため、第110期の株価に

ついては株式併合前の最高・最低株価を記載し、[ ]にて株式併合後の最高・最低株価を記載しておりま

す。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 平成26年11月 平成26年12月 平成27年１月 平成27年２月 平成27年３月

最高（円） 3,975 4,540 4,480 4,970 5,360 5,300

最低（円） 3,390 3,550 3,975 4,065 4,290 4,755

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性11名 女性１名 （役員のうち女性の比率8.3％） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株） 

取締役社長 

(代表取締

役) 

  江崎 勝久 昭和16年８月27日生 

 
昭和41年６月 当社入社 

昭和47年11月 取締役秘書室長就任 

昭和48年11月 代表取締役副社長就任 

昭和57年６月 グリコ協同乳業㈱（現グリコ乳業

㈱）代表取締役会長就任 

昭和57年６月 当社代表取締役社長就任（現任） 
 

(注)４ 253 

取締役 
マーケティン

グ本部長 
江崎  悦朗 昭和47年10月31日生 

 
平成16年４月 当社入社 
平成20年６月 執行役員コミュニケーション本部長

兼事業統括本部副本部長、取締役就

任 
平成21年10月 マーケティング部長 

平成22年４月 取締役常務執行役員就任 

平成24年１月 マーケティング本部長（現任） 

平成24年４月 取締役専務執行役員就任（現任） 
 

(注)４ 16 

取締役   安積  正裕 昭和17年12月26日生 

 
平成10年６月 カネボウ㈱常務取締役就任 

平成17年12月 当社入社 理事 

平成20年６月 当社取締役就任 

平成22年４月 
 
平成26年６月 

取締役常務執行役員経営企画室長就

任 
取締役常務執行役員（現任） 

 

(注)４ 5 

取締役 

研究本部長兼

健康科学研究

所長 

栗木 隆 昭和32年11月13日生 

 
昭和56年３月 当社入社 

平成12年４月 生物化学研究所長 

平成18年６月 取締役生物化学研究所長就任、研究

部門統括（現任） 

平成19年１月 研究本部長（現任） 

平成20年６月 取締役常務執行役員就任（現任） 

平成21年10月 健康科学研究所長（現任） 
 

(注)４ 4 

取締役   益田  哲生 昭和20年10月29日生 

 
昭和45年４月 大阪弁護士会登録 

平成４年４月 大阪弁護士会副会長 

平成16年４月 日本弁護士連合会常務理事 

平成17年４月 大阪弁護士会会長、日本弁護士連合

会副会長 
平成19年１月 中之島中央法律事務所代表パートナ

ー（現任） 
平成19年４月 
 
平成19年６月 

近畿弁護士会連合会理事長、日本弁

護士連合会理事 
ヤンマー株式会社社外監査役（現

任） 
平成20年６月 当社取締役就任（現任） 
 

(注)４ － 

取締役   加藤  隆俊 昭和16年５月23日生 

 
昭和39年４月 大蔵省（現財務省）入省 

平成７年６月 
平成10年９月 

同省 財務官 
米国・プリンストン大学客員教授 

平成11年８月 ㈱東京三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）顧問兼早稲田大学客員教授 
平成12年８月 ㈱東京三菱銀行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）顧問兼早稲田大学客員教授

兼米国・クレアモント大学客員教授 
平成16年２月 国際通貨基金副専務理事 

平成22年６月 当社取締役就任（現任） 
平成22年９月 公益財団法人国際金融情報センター

理事長就任（現任） 
  

(注)４ － 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株） 

取締役   大石  佳能子 昭和36年３月24日生 

 
昭和58年４月 日本生命保険相互会社入社 

昭和63年11月 マッキンゼー・アンド・カンパニー

入社 
平成５年１月 同 パートナー 
平成９年７月 同 顧問 

平成12年６月 株式会社メディヴァ代表取締役（現

任） 
平成12年７月 株式会社西南メディヴァ（現 株式

会社シ－ズ・ワン）代表取締役（現

任） 
平成16年８月 
 
平成27年６月 

医療法人社団プラタナス総事務長

（現任） 
当社取締役就任（現任） 

 

(注)４ － 

監査役 

（常勤） 
  吉田  敏明 昭和24年２月14日生 

 
平成11年７月 日本生命保険相互会社 取締役年金

運用副本部長兼ＡＭＳ推進部長 
平成12年５月 ニッセイアセットマネジメント株式

会社代表取締役常務取締役 
平成16年６月 日本ベンチャーキャピタル株式会社

代表取締役副社長 
平成17年10月 独立行政法人通関情報処理センター

監事 
平成21年４月 日本ベンチャーキャピタル株式会社

代表取締役副会長 
平成23年５月 企業活性パートナーズ株式会社取締

役 
平成25年６月 当社入社 顧問 

平成26年６月 監査役就任（現任） 
 

(注)６ － 

監査役 

（常勤） 
  安達 弘 昭和22年８月10日生 

 
昭和46年４月 味の素株式会社入社 

平成11年７月 同 財務部長 

平成13年７月 同 監査部長 

平成20年６月 同 常勤監査役 
 
平成27年６月 当社監査役就任（現任） 
  

(注)７ － 

監査役   岩井 伸太郎 昭和29年１月18日生 

 
昭和54年10月 等松青木監査法人（現 有限責任監

査法人トーマツ）入社 

昭和61年２月 岩井伸太郎税理士事務所開業（現 

岩井伸太郎公認会計士・税理士事務

所）（現任） 

平成元年６月 フジ住宅株式会社監査役（現任） 

平成２年９月 北斗監査法人（現 仰星監査法人）

代表社員 

平成23年６月 当社監査役就任（現任） 
 

(注)７ － 

監査役   宮本 又郎 昭和18年11月４日生 

 
昭和63年４月 大阪大学経済学部教授 

昭和63年６月 ロンドン大学客員教授 

平成５年７月 大阪大学大学院経済学研究科長・同

経済学部長 
平成17年10月 日本学術会議会員 

平成18年４月 大阪大学名誉教授（現任）、関西学

院大学大学院経営戦略研究科教授 
平成24年６月 当社監査役就任（現任） 
  

(注)５ － 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株） 

監査役   工藤 稔 昭和30年５月18日生 

 
平成27年４月 大同生命保険株式会社代表取締役社

長（現任） 
平成27年６月 当社監査役就任（現任） 
 

(注)７ － 

合   計 12名   280 

 （注）１．取締役江崎悦朗は代表取締役社長江崎勝久の長男であります。

２．取締役 益田哲生、加藤隆俊、大石佳能子は、社外取締役であります。

３．監査役 安達弘、岩井伸太郎、宮本又郎、工藤稔は社外監査役であります。

４．平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成24年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成26年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

８．当社では、迅速な意思決定及び業務執行の充実を図ることを目的として、執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員の構成は次のとおりであります。

執行役員役名 氏名 職名 

 ※ 専務執行役員   江崎  悦朗 マーケティング本部長、広報・情報システム担当 

 ※ 常務執行役員   安積  正裕 管理部門・関連事業・お客様相談担当、情報取扱責任者 

 ※ 常務執行役員   栗木  隆 研究部門統括、研究本部長兼健康科学研究所長 

   常務執行役員   梅崎  信彦 営業本部長兼スポーツフーズ営業部長、渉外担当 

    常務執行役員   草間  幹夫 海外事業本部長 

    常務執行役員   細川  隆夫 グループ経営企画室長 

    常務執行役員   村上  泰民 
総務・人事・品質保証担当、品質総括責任者、コンプライアンス委員長、危機管理

委員長 

    常務執行役員   飛田  周二 ＳＣＭ本部長兼需給計画部長、環境管理責任者 

    執行役員   島森  清孝 グリコ乳業株式会社出向 

    執行役員   長尾  信哉 マーケティング本部アイスクリームカテゴリーマネージャー 

    執行役員   松本  節範 経理部長 

    執行役員   宮木  康有 マーケティング本部商品開発研究所長 

 ※印の各氏は、取締役を兼務しております。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業の社会的責任及び企業価値の増大という観点から、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営上

の重要課題のひとつと位置づけております。国内外の事例や教訓をよく踏まえ、実効性のある体制を確立し、競争力

を強化し、社会的責任の達成と企業価値のさらなる向上を目指しております。今後も情報開示を通じて経営の効率性

を高め、コーポレート・ガバナンスの強化を図ってまいります。

    ①企業統治の体制

 株主総会を最高意思決定機関とし、執行役員による業務執行、執行状況を監督する取締役会、取締役会の職

務執行を監視・監査する監査役会を基本に、コーポレート・ガバナンス体制を以下のように構築しておりま

す。

 

・企業統治の体制の概要及び企業統治の体制を採用する理由

当社は在来型の経営機構である取締役会及び監査役会を設置する統治体制を採用しております。

当社の取締役会は、提出日現在、取締役７名（うち社外取締役３名）で構成されております。取締役会は原

則として毎月１回開催し、経営計画の策定、当社の業務執行に関する重要事項の審議・決定、並びにグループ

会社の重要案件の監督を行っております。また、当社は執行役員制度を採用しており、経営戦略機能と業務執

行機能の分担を明確にするとともに、迅速な意思決定及び業務執行の充実を期しております。

  当社の監査役会は５名の監査役（うち社外監査役４名）によって運営されております。各監査役は取締役会

をはじめとする社内の会議に積極的に参加し、取締役の業務執行に関する監査を行っております。

・内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

 当社は平成14年５月『グリコグループ行動規範』を制定し、以下に示す７つの行動規範を当社グループのす

べての役員及び従業員に周知し、常に念頭におき業務遂行に努めております。

１．お客様の安全・安心を最優先にして、すべての製品とサービスを提供すること。

２．法令・社会規範を遵守し、公正な競争を行うこと。

３．企業情報を積極的にかつ公正に開示し、広く社会とのコミュニケーションを図ること。

４．環境にやさしい企業活動を推進すること。

５．良き企業市民としての責任を自覚し、社会に貢献すること。

６．相互に人格・個性を尊重し、安全で働きやすい環境の維持・向上に努めること。

７．海外での事業活動においては、その国の社会・経済の発展に努めること。
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当社は、社長を委員長とする「企業倫理委員会」を設置し、また、社内のイントラネット上に「企業倫理ホ

ットライン」を導入し、社内の法令違反、企業倫理違反の未然防止と早期発見に万全の体制を取っておりま

す。

また、「コンプライアンス委員会」を設置し、当社グループの業務上重大な法令違反の発生を防止する体制

を確立しております。さらにコンプライアンス委員会と連携した「個人情報管理体制」をつくり、コンピュー

タシステム上の対応も含め、得意先や消費者等のお客様及び当社の従業員の個人情報管理を徹底しておりま

す。

さらに、企業を取り巻くリスクに迅速かつ的確に対処するために、「グループ危機管理委員会」を設け、問

題発生時には直ちに対応策を協議し、事態の収拾・解決に当たっております。

    ②内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、内部監査専門部署であるグループ監査室（７名）及び５名の監査

役により構成されております。グループ監査室は、財務報告に係る内部統制評価の方法に関して会計監査人か

ら助言を受け、整備及び運用の評価を実施しております。また、グループ監査室は監査役会と連携を図りなが

ら、各事業所に対して内部統制全般に係る業務監査を実施し、社長及び監査役にその結果を報告しておりま

す。

監査役は、期初に策定した監査計画に基づき、業務全般にわたる監査を実施しております。また、監査役は

取締役会に常時出席している他、常勤監査役は社内の重要会議にも積極的に出席し、法令違反、定款違反や株

主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査しております。

会計監査人は、監査計画及び監査経過に関して監査役と年４回の意見交換を行い相互連携を図っておりま

す。会計監査人による監査結果の報告には、監査役及び執行役員経理部長が出席しております。また、重要な

関係会社については、会社法監査を監査法人に委託しております。

なお、監査役岩井伸太郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。

    ③社外取締役及び社外監査役との関係

提出日現在、社外取締役は３名であり、社外監査役は４名であります。社外取締役益田哲生氏、加藤隆俊氏

及び大石佳能子氏と、社外監査役岩井伸太郎氏、宮本又郎氏及び安達弘氏との人的関係、資本的関係又は取引

関係その他の利害関係はありません。社外監査役工藤稔氏（平成27年６月24日の定時株主総会で当社監査役に

就任）は、大同生命保険(株)の取締役であり、大同生命保険(株)は当社の大株主であります。また、当社は大

同生命保険(株)の団体生命保険に加入しておりますが、社外監査役工藤稔氏個人との間に特別な利害関係はあ

りません。 

当社は、社外役員を選任するための独立性に関する基準又は方針について特段の定めはありませんが、選任

にあたっては、証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にして、社会的経験・知見から独立

的な立場で当社の経営に資する人選を行っております。

  社外取締役におきましては、取締役会での議案審議にあたり適宜質問や意見表明を行っていただく等、その

時々の意見表明を通じて取締役会の活性化が図られるとともに、経営監視機能としての役割を果たしていると

判断しております。

社外監査役安達弘氏は、他社での財務部長、監査部長及び監査役としての経験や実績があり、また、社外監

査役岩井伸太郎氏は公認会計士としての資格を有しており、公正な経営監視が機能していると判断しておりま

す。 

 

    ④社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに

内部統制部門との関係

社外取締役は、前述のとおり毎月開催の取締役会に出席し、経営の監督を行っております。

社外監査役は会計監査人の監査計画を把握し、会計監査人の監査体制及び監査の方法並びに国内外の子会社

などの内部統制状況について、定期的に説明を受けております。
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    ⑤会計監査の状況

新日本有限責任監査法人が実施しております。当連結会計年度において業務を執行した公認会計士の氏名、

監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりであります。

（業務を執行した公認会計士の氏名）

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名   

業務執行社員 
小西 幹男 

新日本有限責任監査法人 
注 

村上 和久 注 

注．同監査法人は自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのない

よう措置をとっております。継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しており

ます。

（会計監査業務に係る補助者の構成）

公認会計士11名、その他３名

    ⑥責任限定契約の内容の概要

提出日現在、当社と社外取締役、監査役並びに会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は監査役又は会計

監査人が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

    ⑦取締役の定数

当社の取締役は11名以内とする旨を定款に定めております。

    ⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、出席した株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

    ⑨剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取

締役会の権限とすることにより、機動的な配当政策及び資本政策を行うことを目的とするものであります。

    ⑩株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。

    ⑪役員報酬の内容

       イ.役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 役員区分

 

 報酬等の総額

 （百万円）

  報酬等の種類別の総額（百万円）  対象となる役員

  の員数（人）基本報酬 賞与

 取締役

（社外取締役を除く）
198 160 38 6

 監査役

（社外監査役を除く）
22 21 1 2

 社外役員 26 24 2 5

       ロ．役員の報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

  当社の役員の報酬等の金額については、会社業績、各役員の職務の内容及び業績貢献度合い等を総合的

に判断し、決定しております。
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    ⑫株式の保有状況

       イ.投資株式のうち保有目的が純投資目的以外であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

           84銘柄  38,247百万円

       ロ.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保

          有目的

          前事業年度

   特定投資株式

銘柄  株式数（株） 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

保有目的 

日清食品ホールディングス（株） 2,361,000 10,990  営業上の協力関係の構築 

三井住友トラスト・ホールディングス

（株） 
7,215,718 3,362  弾力的な資金調達手段の確保 

キンド・コーポレーション 8,400,000 2,622  事業拡大に向けた協力関係の構築 

大正製薬ホールディングス（株） 283,500 2,355  営業上の協力関係の構築 

大日本印刷（株） 1,786,000 1,766  安定的取引関係の維持強化 

（株）ダスキン 600,000 1,187  営業上の協力関係の構築 

（株）日清製粉グループ本社 963,460 1,092  安定的取引関係の維持強化 

（株）三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ 
1,836,240 1,041  弾力的な資金調達手段の確保 

ハウス食品グループ本社（株） 533,000 913  営業上の協力関係の構築 

（株）Ｔ＆Ｄホールディングス 708,200 868  安定的取引関係の維持強化 

亀田製菓（株） 250,000 765  営業上の協力関係の構築 

久光製薬（株） 155,900 727  営業上の協力関係の構築 

凸版印刷（株） 922,000 681  安定的取引関係の維持強化 

不二製油（株） 470,000 621  安定的取引関係の維持強化 

レンゴー（株） 774,000 428  安定的取引関係の維持強化 

（株）東京放送ホールディングス 321,000 382  営業上の協力関係の構築 

（株）ＡＤＥＫＡ 300,000 357  安定的取引関係の維持強化 

（株）ワコールホールディングス 333,800 350  営業上の協力関係の構築 

（株）ローソン 38,800 283  安定的取引関係の維持強化 

（株）常陽銀行 529,000 272  弾力的な資金調達手段の確保 

（株）錢高組 720,000 207  安定的取引関係の維持強化 

（株）セブン＆アイ・ホールディング

ス 
48,142 189  安定的取引関係の維持強化 

（株）ヤマタネ 1,040,000 167  安定的取引関係の維持強化 

（株）ジェイエスエス 185,528 122  安定的取引関係の維持強化 

（株）ファーマーズ 366,000 116  安定的取引関係の維持強化 

（株）ダイセル 130,000 109  安定的取引関係の維持強化 

（株）三井住友フィナンシャルグルー

プ 
23,096 101  弾力的な資金調達手段の確保 

（株）関西スーパーマーケット 113,200 92  安定的取引関係の維持強化 

野村ホールディングス（株） 100,000 66  安定的取引関係の維持強化 

ユニーグループ・ホールディングス

（株） 
83,663 51  安定的取引関係の維持強化 
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          当事業年度

            特定投資株式

銘柄 株式数（株） 

貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

保有目的 

日清食品ホールディングス（株） 1,888,800 11,162  営業上の協力関係の構築 

三井住友トラスト・ホールディングス

（株） 
7,215,718 3,575  弾力的な資金調達手段の確保 

大正製薬ホールディングス（株） 283,500 2,534  営業上の協力関係の構築 

キンド・コーポレーション 10,080,000 2,531  事業拡大に向けた協力関係の構築 

大日本印刷（株） 1,786,000 2,086  安定的取引関係の維持強化 

（株）日清製粉グループ本社 1,059,806 1,498  安定的取引関係の維持強化 

（株）三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ 
1,836,240 1,365  弾力的な資金調達手段の確保 

ハウス食品グループ本社（株） 533,000 1,343  営業上の協力関係の構築 

（株）ダスキン 600,000 1,248  営業上の協力関係の構築 

亀田製菓（株） 250,000 1,221  営業上の協力関係の構築 

（株）Ｔ＆Ｄホールディングス 708,200 1,171  安定的取引関係の維持強化 

不二製油（株） 470,000 899  安定的取引関係の維持強化 

凸版印刷（株） 922,000 853  安定的取引関係の維持強化 

久光製薬（株） 155,900 768  営業上の協力関係の構築 

（株）東京放送ホールディングス 321,000 486  営業上の協力関係の構築 

（株）ＡＤＥＫＡ 300,000 466  安定的取引関係の維持強化 

（株）ワコールホールディングス 333,000 450  営業上の協力関係の構築 

（株）ファーマフーズ 732,000 438  安定的取引関係の維持強化 

（株）レンゴー 774,000 393  安定的取引関係の維持強化 

（株）常陽銀行 529,000 326  弾力的な資金調達手段の確保 

（株）ローソン 38,800 323  安定的取引関係の維持強化 

（株）錢高組 720,000 276  安定的取引関係の維持強化 

（株）セブン&アイ・ホールディングス 48,142 243  安定的取引関係の維持強化 

（株）ダイセル 130,000 186  安定的取引関係の維持強化 

（株）ヤマタネ 1,040,000 182  安定的取引関係の維持強化 

（株）ジェイエスエス 185,528 141  安定的取引関係の維持強化 

（株）三井住友フィナンシャルグルー

プ 
23,096 106  弾力的な資金調達手段の確保 

（株）関西スーパーマーケット 113,200 90  安定的取引関係の維持強化 

野村ホールディングス（株） 100,000 70  安定的取引関係の維持強化 

西日本旅客鉄道（株） 10,000 63  営業上の協力関係の構築 
 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 53 5 53 －

連結子会社 12 0 10 1

計 66 5 63 1

 

②【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社の連結子会社の一部は、当社の監査公認会計士等と同一の

ネットワークに属しているErnst&Youngに対して、監査証明業務及び非監査業務に基づく報酬として、それぞれ11

百万円及び15百万円を支払っております。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 (前連結会計年度）

  当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、主に自己株式の処分及び売出に係

る「監査人から引受事務幹事会社への書簡」の作成業務等であります。

 (当連結会計年度）

  該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による監査を受けております。 

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

  当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、連結財務諸表等に関し適正に開示できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ

加入する他、各種団体が主催するセミナー等にも積極的に参加しております。 
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

    (単位：百万円) 

  前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 28,720 37,110 

受取手形及び売掛金 30,686 33,078 

有価証券 27,857 29,248 

商品及び製品 9,503 11,060 

仕掛品 816 859 

原材料及び貯蔵品 10,064 13,144 

前渡金 433 706 

前払費用 216 247 

短期貸付金 115 91 

繰延税金資産 1,285 2,246 

その他 5,268 4,606 

貸倒引当金 △98 △78 

流動資産合計 114,869 132,322 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 67,869 69,042 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △45,460 △46,667 

建物及び構築物（純額） 22,408 22,374 

機械装置及び運搬具 124,573 128,512 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △97,221 △100,240 

機械装置及び運搬具（純額） 27,351 28,271 

工具、器具及び備品 21,993 23,732 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △18,569 △19,822 

工具、器具及び備品（純額） 3,423 3,909 

土地 14,798 13,933 

リース資産 1,125 1,089 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △600 △643 

リース資産（純額） 524 446 

建設仮勘定 2,163 3,771 

有形固定資産合計 70,671 72,707 

無形固定資産    

ソフトウエア 2,250 1,939 

その他 1,394 1,264 

無形固定資産合計 3,644 3,203 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※１ 42,356 ※１ 47,534 

長期貸付金 348 334 

長期前払費用 180 143 

退職給付に係る資産 1,883 2,746 

投資不動産 3,286 12,402 

繰延税金資産 2,505 810 

その他 3,660 3,152 

貸倒引当金 △162 △57 

投資その他の資産合計 54,059 67,068 

固定資産合計 128,374 142,979 

資産合計 243,244 275,302 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 25,749 29,564 

短期借入金 8,025 7,621 

1年内返済予定の長期借入金 10,000 4,000 

未払費用 20,483 22,121 

未払法人税等 1,960 5,401 

販売促進引当金 1,584 1,509 

役員賞与引当金 44 44 

その他 6,455 8,468 

流動負債合計 74,301 78,729 

固定負債    

長期借入金 5,331 1,343 

退職給付に係る負債 11,063 10,281 

事業構造改善引当金 105 105 

繰延税金負債 2,035 5,176 

その他 4,902 4,828 

固定負債合計 23,438 21,734 

負債合計 97,740 100,464 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,773 7,773 

資本剰余金 7,413 7,484 

利益剰余金 124,123 144,566 

自己株式 △6,610 △6,626 

株主資本合計 132,700 153,198 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 7,478 11,875 

為替換算調整勘定 2,087 4,281 

退職給付に係る調整累計額 △824 △42 

その他の包括利益累計額合計 8,740 16,114 

少数株主持分 4,062 5,526 

純資産合計 145,504 174,838 

負債純資産合計 243,244 275,302 
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②【連結損益及び包括利益計算書】

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 315,399 319,393 

売上原価 ※１ 178,795 ※１ 177,782 

売上総利益 136,603 141,610 

販売費及び一般管理費    

運送費及び保管費 28,308 27,912 

販売促進費 45,092 48,164 

販売促進引当金繰入額 40 - 

広告宣伝費 10,547 10,945 

貸倒引当金繰入額 △181 △26 

給料及び手当 15,167 15,259 

賞与 4,368 4,508 

役員賞与引当金繰入額 44 44 

退職給付引当金繰入額 1,591 - 

退職給付費用 - 988 

福利厚生費 5,112 4,934 

減価償却費 2,230 2,358 

その他 12,636 12,273 

販売費及び一般管理費合計 ※２ 124,957 ※２ 127,363 

営業利益 11,645 14,247 

営業外収益    

受取利息 286 410 

受取配当金 830 643 

為替差益 324 1,435 

その他 1,600 1,881 

営業外収益合計 3,041 4,370 

営業外費用    

支払利息 288 240 

固定資産除却損 197 234 

休止固定資産減価償却費 145 114 

その他 516 419 

営業外費用合計 1,147 1,008 

経常利益 13,539 17,610 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

特別利益    

固定資産売却益 ※３ 104 ※３ 11,948 

投資有価証券売却益 1,330 1,052 

投資有価証券償還益 611 425 

保険差益 2,141 - 

その他 - 96 

特別利益合計 4,187 13,523 

特別損失    

減損損失 ※４ 204 ※４ 15 

固定資産廃棄損 124 - 

その他 28 4 

特別損失合計 357 20 

税金等調整前当期純利益 17,370 31,113 

法人税、住民税及び事業税 3,549 7,312 

法人税等調整額 1,741 1,825 

法人税等合計 5,291 9,137 

少数株主損益調整前当期純利益 12,078 21,975 

少数株主利益 1,044 907 

当期純利益 11,033 21,068 

少数株主利益 1,044 907 

少数株主損益調整前当期純利益 12,078 21,975 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,432 4,397 

繰延ヘッジ損益 41 - 

為替換算調整勘定 3,632 2,604 

退職給付に係る調整額 - 780 

持分法適用会社に対する持分相当額 - 212 

その他の包括利益合計 ※５ 5,106 ※５ 7,993 

包括利益 17,184 29,969 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 15,514 28,488 

少数株主に係る包括利益 1,670 1,480 
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,773 7,442 120,469 △26,474 109,211 

会計方針の変更による累積
的影響額         - 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 7,773 7,442 120,469 △26,474 109,211 

当期変動額           

剰余金の配当     △1,793   △1,793 

当期純利益     11,033   11,033 

自己株式の取得       △56 △56 

自己株式の処分   △404   14,810 14,405 

自己株式の消却   △5,109   5,109 - 

利益剰余金から資本剰余金
への振替   5,485 △5,485   - 

連結範囲の変動     △100   △100 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 - △28 3,654 19,863 23,489 

当期末残高 7,773 7,413 124,123 △6,610 132,700 

 

               

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 6,045 △41 △919 - 5,085 2,050 116,347 

会計方針の変更による累積
的影響額             - 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

6,045 △41 △919 - 5,085 2,050 116,347 

当期変動額               

剰余金の配当             △1,793 

当期純利益             11,033 

自己株式の取得             △56 

自己株式の処分             14,405 

自己株式の消却             - 

利益剰余金から資本剰余金
への振替             - 

連結範囲の変動             △100 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

1,432 41 3,006 △824 3,655 2,012 5,667 

当期変動額合計 1,432 41 3,006 △824 3,655 2,012 29,157 

当期末残高 7,478 - 2,087 △824 8,740 4,062 145,504 
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,773 7,413 124,123 △6,610 132,700 

会計方針の変更による累積
的影響額     115   115 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

7,773 7,413 124,239 △6,610 132,816 

当期変動額           

剰余金の配当     △1,966   △1,966 

当期純利益     21,068   21,068 

自己株式の取得       △77 △77 

自己株式の処分   70   61 131 

持分法の適用範囲の変動     1,225   1,225 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 - 70 20,327 △15 20,381 

当期末残高 7,773 7,484 144,566 △6,626 153,198 

 

               

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 7,478 - 2,087 △824 8,740 4,062 145,504 

会計方針の変更による累積
的影響額           0 115 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

7,478 - 2,087 △824 8,740 4,062 145,619 

当期変動額               

剰余金の配当             △1,966 

当期純利益             21,068 

自己株式の取得             △77 

自己株式の処分             131 

持分法の適用範囲の変動             1,225 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 4,397 - 2,194 782 7,373 1,463 8,837 

当期変動額合計 4,397 - 2,194 782 7,373 1,463 29,218 

当期末残高 11,875 - 4,281 △42 16,114 5,526 174,838 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 17,370 31,113 

減価償却費 11,208 11,017 

減損損失 204 15 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,478 - 

退職給付に係る資産負債の増減額 9,180 △541 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △0 

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △448 - 

販売促進引当金の増減額（△は減少） 40 △75 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △249 △129 

受取利息及び受取配当金 △1,117 △1,054 

支払利息 288 240 

為替差損益（△は益） △348 △1,242 

固定資産売却損益（△は益） △147 △11,975 

固定資産除却損 197 234 

投資有価証券売却損益（△は益） △1,330 △1,052 

投資有価証券償還損益（△は益） △611 △425 

売上債権の増減額（△は増加） 1,773 △1,637 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,335 △4,450 

仕入債務の増減額（△は減少） △3,229 3,368 

その他 2,207 5,086 

小計 25,173 28,490 

法人税等の支払額 △2,674 △3,969 

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,499 24,520 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △6,132 △4,528 

定期預金の払戻による収入 5,387 3,261 

有価証券の取得による支出 △1,601 △3,107 

有価証券の売却による収入 1,222 507 

信託受益権の取得による支出 △500 △2,075 

信託受益権の償還による収入 - 1,000 

投資有価証券の取得による支出 △6,426 △511 

投資有価証券の売却及び償還による収入 6,887 3,568 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
890 - 

有形固定資産の取得による支出 △15,014 △10,210 

有形固定資産の売却による収入 512 12,836 

無形固定資産の取得による支出 △1,486 △833 

投資不動産の売却による収入 - 1,126 

投資不動産の取得による支出 - △10,115 

貸付けによる支出 △67 △1,035 

貸付金の回収による収入 149 1,073 

利息及び配当金の受取額 1,143 1,069 

その他 99 97 

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,934 △7,876 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,295 △650 

長期借入金の返済による支出 △844 △10,129 

利息の支払額 △293 △270 

配当金の支払額 △1,793 △1,966 

少数株主への配当金の支払額 △12 △16 

自己株式の取得による支出 △56 △77 

少数株主からの払込みによる収入 50 - 

自己株式の売却による収入 14,405 131 

その他 △216 △224 

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,943 △13,202 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,685 1,740 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,194 5,180 

現金及び現金同等物の期首残高 35,378 54,225 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 652 - 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 54,225 ※ 59,406 
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数  28社

 連結子会社は、『第１ 企業の概況 ４．関係会社の状況』に記載しているため省略しました。

また、(株)グリコ物流サービスを平成26年９月30日付で清算結了したため、連結の範囲から除外しております。 

(2）主要な非連結子会社の名称等

 江栄商事株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社（江栄商事株式会社）は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数 2社

当連結会計年度中に新たにGenerale Biscuit Glico France S.A.を持分法適用の関連会社としております。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（江栄商事株式会社）及び関連会社（株式会社関東フローズン他１社）

は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としての重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 決算日が連結決算日と異なる連結子会社は下表のとおりです。

 当連結財務諸表の作成に当たって、下表の６社については、連結決算日との間に生じた重要な取引を調整した上で

その決算日の財務諸表を使用しております。

会社名 決算日

上海江崎格力高食品有限公司 12月31日

上海江崎格力高南奉食品有限公司 12月31日

Thai Glico Co.,Ltd. 12月31日

Ezaki Glico USA Corp. 12月31日

Glico-Haitai Co.,Ltd． 12月31日

PT.Glico Indonesia 12月31日

 
４．持分法適用会社の事業年度に関する事項

 決算日が連結決算日と異なる持分法適用会社は下表のとおりです。

 当連結財務諸表の作成に当たって、下表の２社については、連結決算日との間に生じた重要な取引を調整した上で

その決算日の財務諸表を使用しております。

会社名 決算日

Generale Biscuit Glico France S.A. 12月31日

PT.Glico-Wings 12月31日

 

５．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券…償却原価法

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）

  なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来ない複合金融商品については複合金融商品

全体を時価評価しております。

時価のないもの…主として移動平均法による原価法
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②デリバティブ…時価法

③たな卸資産…主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く）…主として定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法を採用しておりま

す。

②無形固定資産（リース資産を除く）…定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）による定額法を採用しており

ます。

③リース資産

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

③販売促進引当金

販売促進費の支出に備えて、当連結会計年度末における販売促進費の見込額に基づき計上しております。

④事業構造改善引当金

菓子部門の事業構造改善に関連する関係会社清算は完了しておりますが、当社が清算会社から引き継いだ建物

の解体撤去費用について、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる金額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合には、振

当処理を採用しております。

また、金利スワップについては金融商品に係る会計基準の特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理

を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約…外貨建予定取引

金利スワップ…金利変動リスクのある金融資産及び借入金

通貨スワップ…為替変動リスクのある外貨建て資産及び負債

③ヘッジ方針

デリバティブ取引は社内規定に従い、保有する資産及び借入金に係わる為替変動又は金利変動リスクを効果的

にヘッジする目的で利用しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(7)のれんの償却方法及び償却期間

主に５年間の均等償却を行っております。
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(8)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

②連結納税制度の適用

当社及び一部の国内連結子会社は、当社を連結納税親会社とした連結納税制度を適用しております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が726百万円、退職給付に係る負債が906百万円それぞれ

減少し、利益剰余金が115百万円増加しております。なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当

期純利益及び１株当たり情報に与える影響につきましては、金額が軽微であるため記載を省略しております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27

年３月26日）を当連結会計年度より適用しております。なお、現在導入している制度は、適用初年度の期首より前

に締結された信託契約によるため、それに係る会計処理については従来採用していた方法を継続適用しておりま

す。そのため、当連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社グループ従業員持株会を活用し、福利厚生の拡充及び当社の企業価値向上を目的として「従業員持

株会信託型ＥＳＯＰ」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

（１）取引の概要

本制度は、当社の従業員持株会である「江崎グリコ投資会」（以下「本持株会」といいます。）に加入するすべ

ての社員を対象とするインセンティブ・プランです。本制度では、当社と三井住友信託銀行株式会社の間で、当社

を委託者、三井住友信託銀行株式会社を受託者とする特定金銭信託契約（以下「本信託契約」といい、本信託契約

によって設定される信託を「本信託」といいます。）を締結し、三井住友信託銀行株式会社（信託口）を設定しま

す。三井住友信託銀行株式会社（信託口）は、本信託の設定後５年間にわたり本持株会が取得すると合理的に見込

まれる数の当社株式を、借入金を原資として、当社からの第三者割当によって取得します。当該借入は、貸付人を

三井住友信託銀行株式会社、借入人を三井住友信託銀行株式会社（信託口）とする二者間で締結される責任財産限

定特約付金銭消費貸借契約に基づいて行われます。また、第三者割当については、三井住友信託銀行株式会社（信

託口）と当社の間で有価証券届出書の効力発生後に締結される予定の株式総数引受契約に基づいて行われます。三

井住友信託銀行株式会社（信託口）が取得した当社株式は、本信託契約に基づき、信託期間内（５年）において、

一定の計画（条件及び方法）に従って継続的にその時々の時価で本持株会に売却します。 

三井住友信託銀行株式会社（信託口）は、当社からの第三者割当によって取得した当社株式の売却による売却代

金及び保有株式に対する配当金を原資として、三井住友信託銀行株式会社からの借入金の元本・利息を返済しま

す。その後、本信託の信託財産に属する金銭から、本信託に係る信託費用や未払いの借入元利金などを支払い、残

余財産が存在する場合は、当該金銭を本信託契約で定める受益者要件を充足する社員に分配します。当該分配につ

いては、受託者である三井住友信託銀行株式会社と当社が特定金銭信託契約を締結しており、当該契約に基づき従

業員に金銭の分配を行います。なお、借入金が完済できない場合は、損失補償契約に基づき補償人である当社が補

償履行します。 

また、本信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権その他の株主としての権利行使（以下、「議決権行使

等」といいます。）については、信託管理人が本信託契約及び本信託契約に定める株式の取扱いに関するガイドラ

インに従って議決権行使等の指図を受託者に対して行い、受託者はその指図に従い議決権行使等を行います。 

なお、本持株会は従来どおり存続、運営しております。 

（２）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 

平成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

（３）信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託における帳簿価額

前連結会計年度571百万円、当連結会計年度513百万円

② 当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

③ 期末株式数及び期中平均株式数

期末株式数 前連結会計年度335千株、当連結会計年度299千株

期中平均株式数 前連結累計年度363千株、当連結累計年度314千株

（注）平成26年10月１日付で普通株式２株を１株の割合で併合したため、前連結会計年度の期首に当該株式併

合が行われたと仮定し、期末株式数、期中平均株式数を算定しております。

④ ③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。
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（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日) 

・「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日） 

・「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日） 

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成25年９月13日） 

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日) 

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日） 

(1)概要 

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動

の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、④暫定的

な会計処理の取扱いを中心に改正されたものです。 

(2)適用予定日 

平成28年３月期の期首より適用予定であります。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月期の

期首以後実施される企業結合より適用予定であります。 

(3)当会計基準等の適用による影響 

影響額は当連結財務諸表作成時において評価中であります。 

 

 

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めておりました「投資不動産」は金額的重要性が

増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年

度の連結財務諸表の組替を行っております。この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資

産」の「その他」に表示していた6,947百万円は「投資不動産」3,286百万円、「その他」3,660百万円として組み替え

ております。

 

前連結会計年度において、「固定負債」の「その他」に含めておりました「繰延税金負債」は金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連

結財務諸表の組替を行っております。この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「固定負債」の「その

他」に表示していた6,938百万円は「繰延税金負債」2,035百万円、「その他」4,902百万円として組み替えておりま

す。

 

（連結損益及び包括利益計算書） 

前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めておりました「固定資産売却益」は金額的重要性が増し

たため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の

連結財務諸表の組替を行っております。この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「特別利

益」の「その他」に表示していた104百万円は「固定資産売却益」104百万円として組み替えております。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「固定資産売却

損益」は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フ

ロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に表示していた2,060百万円は「固定資産

売却損益」△147百万円、「その他」2,207百万円として組み替えております。 
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（連結貸借対照表関係）

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券（株式） 1,657百万円 3,202百万円

 

 

（連結損益及び包括利益計算書関係）

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日

  至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日

  至 平成27年３月31日）

36百万円 274百万円

 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日

  至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日

  至 平成27年３月31日）

4,354百万円 4,471百万円

 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日

  至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日

  至 平成27年３月31日）

土地 104百万円 11,948百万円

 

※４ 減損損失 

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

  投資の意思決定単位である事業部門及び遊休資産にグルーピングし、以下の資産グループについて減損損失

（204百万円）を計上しました。

場所 用途 種類

神戸市西区 物流倉庫 建物等

岐阜県安八郡 遊休設備 機械装置等

東京都昭島市他 遊休設備 機械装置等

  物流拠点廃止の決定に伴い、閉鎖時に解体・取壊しとなる当該倉庫等の帳簿価額を回収可能額まで減額しており

ます。その内訳は建物69百万円、機械装置25百万円、その他４百万円であります。

 これら以外に、収益性の低下した状態が継続している事業資産及び今後の使用見込みのない遊休資産を回収可能

価額まで減額しております。その内訳は、機械装置102百万円、その他２百万円であります。これらの回収可能価

額は正味売却可能価額により算定しております。正味売却可能価額は、零円として評価しております。

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

  投資の意思決定単位である事業部門及び遊休資産にグルーピングし、以下の資産グループについて減損損失

（15百万円）を計上しました。

場所 用途 種類

大阪市西淀川区他 遊休設備 機械装置等

収益性の低下した状態が継続している事業資産及び今後の使用見込みのない遊休資産を回収可能価額まで減額し

ております。その内訳は、機械装置14百万円、その他０百万円であります。これらの回収可能価額は正味売却可能

価額により算定しております。正味売却可能価額は、零円として評価しております。
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 ※５ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 3,792百万円 7,428百万円

組替調整額 △1,629 △1,478

税効果調整前 2,162 5,949

税効果額 △730 △1,552

その他有価証券評価差額金 1,432 4,397

繰延ヘッジ損益：    

組替調整額 67 －

税効果調整前 67 －

税効果額 △25 －

繰延ヘッジ損益 41 －

為替換算調整勘定：    

当期発生額 3,632 2,604

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 － 923

組替調整額 － 289

税効果調整前 － 1,212

税効果額 － △432

退職給付に係る調整額 － 780

持分法適用会社に対する持分相当額：    

当期発生額 － 212

その他の包括利益合計 5,106 7,993
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 144,860,138 - 6,000,000 138,860,138

合計 144,860,138 - 6,000,000 138,860,138

自己株式        

普通株式 31,093,973 49,508 23,393,178 7,750,303

合計 31,093,973 49,508 23,393,178 7,750,303

（注）１．普通株式の発行済株式の減少6,000,000株は、平成25年12月11日付で実施した自己株式の消却によるものであ

ります。

２．普通株式の自己株式の増加49,508株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少23,393,178株は、平成25

年９月４日を払込期日とした公募による処分15,000,000株、平成25年９月27日を払込期日とした第三者割当に

よる処分2,250,000株、平成25年12月11日付で実施した消却6,000,000株、単元未満株式の買増請求2,178株及

び「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」から従業員持株会への売却141,000株によるものであります。

３．自己株式数については、当連結会計年度末に「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」が所有する670,000

株を含めて記載しております。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,137 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日

平成25年10月30日

取締役会
普通株式 655 5 平成25年９月30日 平成25年12月10日

（注）配当金の総額には、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」に対する配当金を含めておりません。これは、

「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,311 利益剰余金 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日

（注）配当金の総額には、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」に対する配当金を含めておりません。これは、

「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 138,860,138 - 69,430,069 69,430,069

合計 138,860,138 - 69,430,069 69,430,069

自己株式        

普通株式 7,750,303 39,141 3,928,800 3,860,644

合計 7,750,303 39,141 3,928,800 3,860,644

（注）１．普通株式の発行済株式の減少69,430,069株は、平成26年10月１日を効力発生日として２株を１株の割合で併合

したことによるものであります。

２．普通株式の自己株式の増加39,141株は、単元未満株式の買取による増加であり、減少3,928,800株は、平成26

年10月１日を効力発生日として２株を１株の割合で併合したことによるもの3,871,908株、単元未満株式の買

増請求92株及び「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」から従業員持株会への売却56,800株によるもので

あります。

３．自己株式数については、当連結会計年度末に「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」が所有する299,200

株を含めて記載しております。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,311 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 655 5 平成26年９月30日 平成26年12月10日

（注）１.配当金の総額には、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」に対する配当金を含めておりません。これ

は、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであ

ります。

２.平成26年10月30日取締役会決議の１株当たり配当額については基準日が平成26年９月30日であるため、平成26

年10月１日の株式併合は加味しておりません。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月15日

取締役会
普通株式 1,967 利益剰余金 30 平成27年３月31日 平成27年６月５日

（注）配当金の総額には、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」に対する配当金を含めておりません。これは、

「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」が保有する当社株式を自己株式として認識しているためであります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 28,720百万円 37,110百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,814  △3,080 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資（有価証券）
27,318  25,376 

現金及び現金同等物 54,225  59,406 
 
 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

(ア）有形固定資産

工具器具備品・車両運搬具等

(イ）無形固定資産

ソフトウエア

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「5.会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

１年内 200 106

１年超 98 23

合計 299 129
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

 当社グループは、設備投資計画及びその他の長期的資金需要に照らして、主に銀行借入や社債発行により必

要な資金を調達しております。また、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。余資は、流動性

の高い金融商品、一定以上の格付けをもつ発行体の債券等、安全性の高い金融商品、主に業務上の関係を有す

る企業の株式に投資しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投

機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券

は、満期保有目的以外の債券と株式等であり、信用リスク、市場価格の変動リスク及び金利の変動リスクに晒

されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。借入金のうち、

短期借入金は営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の

借入金は金利の変動リスクに晒されております。

  デリバティブ取引は、外貨建ての債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予

約取引及び通貨スワップ取引、保有する投資有価証券に係る将来の取引市場での金利変動リスク軽減を目的と

した金利スワップ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、

ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「５．会計

処理基準に関する事項 (6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社グループは、各社の与信管理規程に従い、営業債権について取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う

とともに、取引先の信用状況を随時に把握し、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。また、一部の営業債権に対しては、取引信用保険を活用しております。

 有価証券及び投資有価証券は、一定以上の格付けをもつ発行体のもののみを対象としているため、信用リス

クは僅少であります。

 デリバティブ取引につきましては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付けの高い金融機関

とのみ取引を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先）の財務状況、格付け状況等を把握

し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を定期的に見直しております。

 デリバティブ取引の執行・管理につきましては、取引権限を定めた社内規程に基づき行っており、担当役員

は、取引実績を定期的に取締役会に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社は、グループの国内主要各社に対してキャッシュマネジメントシステムを導入しております。グループ

各社の事業計画に基づき、経理部が適時に資金繰り計画を作成し、実績を勘案しながら計画を随時見直してお

ります。また、貸出コミットメント契約を利用して手元流動性を確保することで流動性リスクを管理しており

ます。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

 前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 28,720 28,720 －

(2）受取手形及び売掛金 30,686 30,686 －

(3）有価証券及び投資有価証券 67,408 67,408 －

 資産計 126,815 126,815 －

(1）支払手形及び買掛金 25,749 25,749 －

(2）短期借入金 8,025 8,025 －

(3）１年内返済予定の長期借入金 10,000 10,000 －

(4）長期借入金 5,331 5,331 (0)

 負債計 49,105 49,105 (0)

 

 当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 37,110 37,110 －

(2）受取手形及び売掛金 33,078 33,078 －

(3）有価証券及び投資有価証券 72,431 72,431 －

 資産計 142,620 142,620 －

(1）支払手形及び買掛金 29,564 29,564 －

(2）短期借入金 7,621 7,621 －

(3）１年内返済予定の長期借入金 4,000 4,000 －

(4）長期借入金 1,343 1,369 26

 負債計 42,529 42,555 26

 

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3）有価証券及び投資有価証券

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事

項「有価証券関係」をご参照下さい。
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負 債 

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、（3）1年内返済予定の長期借入金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4）長期借入金

 これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

非上場株式 2,805 4,352

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内 
 (百万円）

１年超 
５年以内 

 (百万円）

５年超 
10年以内 
 (百万円）

10年超 
 (百万円）

預金 28,629 － － －

受取手形及び売掛金 30,686 － － －

有価証券及び投資有価証券        

その他有価証券のうち満期

があるもの
       

(1) 債券 500 3,300 － 2,600

(2) その他 1,150 300 40 －

合計 60,965 3,600 40 2,600

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内 
 (百万円）

１年超 
５年以内 

 (百万円）

５年超 
10年以内 
 (百万円）

10年超 
 (百万円）

預金 37,020 － － －

受取手形及び売掛金 33,078 － － －

有価証券及び投資有価証券        

その他有価証券のうち満期

があるもの
       

(1) 債券 3,300 2,600 － 1,800

(2) その他 1,700 320 20 －

合計 75,099 2,920 20 1,800
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４. 借入金の連結決算日後の返済予定額

    前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内 

 (百万円）

１年超 
２年以内 

 (百万円）

２年超 
３年以内 

 (百万円）

３年超 
４年以内 

 (百万円）

４年超 
５年以内 

 (百万円）

５年超 
 (百万円）

短期借入金 8,025 － － － － －

1年内返済予定の

長期借入金
10,000 － － － － －

長期借入金 － 4,200 651 480 － －

合計 18,025 4,200 651 480 － －

 

    当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内 

 (百万円）

１年超 
２年以内 

 (百万円）

２年超 
３年以内 

 (百万円）

３年超 
４年以内 

 (百万円）

４年超 
５年以内 

 (百万円）

５年超 
 (百万円）

短期借入金 7,621 － － － － －

1年内返済予定の

長期借入金
4,000 － － － － －

長期借入金 － 750 592 － － －

合計 11,621 750 592 － － －

 

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 該当事項はありません。
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 30,225 19,921 10,303

(2）債券 4,951 4,084 867

(3）その他 1,078 1,073 5

小計 36,256 25,079 11,177

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 2,668 3,011 △343

(2）債券 997 1,000 △2

(3）その他 27,485 27,520 △34

小計 31,151 31,532 △380

合計 67,408 56,611 10,796

 
当連結会計年度（平成27年３月31日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 36,758 20,655 16,103

(2）債券 5,001 4,211 789

(3）その他 1,571 1,562 9

小計 43,331 26,428 16,902

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 503 627 △124

(2）債券 2,600 2,601 △1

(3）その他 25,996 26,026 △30

小計 29,100 29,255 △155

合計 72,431 55,684 16,746

 

３．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円）

売却損の合計額 
（百万円）

(1）株式 2,761 1,330 －

(2）債券 － － －

(3）その他 2,001 1 －

合計 4,762 1,332 －

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円）

売却損の合計額 
（百万円）

(1）株式 2,713 1,052 －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 2,713 1,052 －
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４．減損処理を行った有価証券

 前連結会計年度において、投資有価証券について0百万円減損処理を行っております。

 当連結会計年度において、投資有価証券について0百万円減損処理を行っております。

 なお、減損処理にあったっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。

 

（デリバティブ取引関係）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

（1）通貨関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

  該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

  該当事項はありません。

 

（2）金利関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

  該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

  該当事項はありません。

 

（3）地震デリバティブ関連

     商品の性格上、時価評価額の算定は行っておりません。

 

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

      該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社のうち、グリコ乳業㈱、グリコ栄養食品㈱及び江栄情報システム㈱は、確定給付型の制度

として、退職一時金制度に加え、企業年金基金制度を設けております。その他の国内連結子会社は主に退職一時金制

度のみを設けております。また、連結子会社１社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、自社の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが出来ないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

２．確定給付制度

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 28,020百万円 24,996百万円

会計方針の変更による累積的影響額

会計方針の変更を反映した期首残高

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の発生額

退職給付の支払額

子会社連結除外に伴う減少額

その他

－

28,020

1,208

349

129

△3,414

△1,780

482

△180

24,816

1,092

274

342

△1,426

－

19

退職給付債務の期末残高 24,996 25,118

(注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

 

(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

年金資産の期首残高 15,540百万円 15,816百万円

期待運用収益

数理計算上の差異の発生額

事業主からの拠出額

退職給付の支払額

その他

386

603

1,453

△1,912

△255

395

1,266

950

△844

－

年金資産の期末残高 15,816 17,584

 

(3)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

る資産の調整表 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務

年金資産

15,338百万円

△15,816

16,446百万円

△17,584

 

非積立型制度の退職給付債務

△477

9,657

△1,137

8,672

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 9,180 7,534

 

退職給付に係る負債

退職給付に係る資産

 

11,063

△1,883

 

10,281

△2,746

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 9,180 7,534

(注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。
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(4)退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

勤務費用

利息費用

期待運用収益

数理計算上の差異の費用処理額

過去勤務費用の費用処理額

その他

1,213百万円

349

△386

779

18

64

1,112百万円

274

△395

268

20

50

確定給付制度に係る退職給付費用 2,039 1,330

(注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。

 

(5)退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果調整前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

過去勤務費用

数理計算上の差異

－百万円

－

18百万円

1,194

合 計 － 1,212

 

(6)退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果調整前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

未認識過去勤務費用

未認識数理計算上の差異

△45百万円

△1,238

△27百万円

△44

合 計 △1,284 △71

 

(7)年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

債券

株式

一般勘定

その他

52%

27

7

14

54%

30

7

9

合 計 100 100

 

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8)数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

割引率

長期期待運用収益率

予想昇給率

1.3%～1.6%

2.5%

6.0%～8.0%

1.2%～1.3%

2.5%

6.0%～8.0%
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３．複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度25

百万円、当連結会計年度24百万円であります。

(1)複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

年金資産の額

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額

465,229百万円

 

497,125

512,488百万円

 

522,289

差引額 △31,895 △9,801

 

(2)複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

前連結会計年度 0.14%   （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度 0.15%   （自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

 

(3)補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政上の未償却過去勤務債務残高（前連結会計年度49,513百万円、当連

結会計年度45,242百万円）から剰余金（前連結会計年度17,618百万円、当連結会計年度35,440百万円）を差引い

た残額であります。

未償却過去勤務債務残高の内訳は特別掛金収入現価であり、償却方法は元利均等方式、事業主負担掛金率

1.55％、加入員負担掛金率0.15％、償却残余期間は平成26年３月31日現在で８年０ヶ月であります。

なお、上記(２)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。

 

（ストック・オプション等関係）

    該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）
 

     
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

(1）流動資産・負債の部        

繰延税金資産 未払賞与   860   848

  未払費用   812   690

  その他   560   715

  繰延税金資産計   2,232   2,255

  評価性引当額   △8   △8

  繰延税金負債との相殺   △937   －

  繰延税金資産の純額   1,285   2,246

繰延税金負債 受取保険金   △937   －

  繰延税金負債計   △937   －

  繰延税金資産との相殺   937   －

  繰延税金負債の純額   －   －

(2）固定資産・負債の部        

繰延税金資産 退職給付に係る負債   3,477   2,686

  減損損失   2,194   1,925

  有価証券評価損   932   689

  繰越欠損金   843   807

  繰延資産償却費   18   17

  減価償却費   465   448

  その他   2,380   2,152

  繰延税金資産計   10,312   8,726

  評価性引当額   △6,289   △5,432

  繰延税金負債との相殺   △1,518   △2,484

  繰延税金資産の純額   2,505   810

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金   △3,324   △4,876

  特別償却準備金   △25   △17

  固定資産圧縮積立金   △203   △2,572

  その他   －   △194

  繰延税金負債計   △3,553   △7,660

  繰延税金資産との相殺   1,518   2,484

  繰延税金負債の純額   △2,035   △5,176
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳
 

   
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
 

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

国内の法定実効税率   38.0%   35.6%

（調整）        

一時差異ではない項目（交際費等）   1.3   0.9

一時差異ではない項目（受取配当金等）   △1.8   △3.0

住民税均等割   0.7   0.3

評価性引当額の増減額   △3.6   △2.6

税額控除   △1.6   △1.3

税率変更による影響   0.9   0.5

その他   △3.4   △1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率   30.5   29.4

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は、従来の35.6%から平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時

差異については33.0%に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては32.2%になります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が380百万円、退職給付に

係る調整累計額が１百万円、それぞれ減少し、法人税等調整額が128百万円、その他有価証券評価差額金が511

百万円、それぞれ増加しております。
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（賃貸等不動産関係）

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビルや賃貸商業施設等を所有し

ております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸等損益は59百万円（賃貸収益は営業外収益

に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸等

損益は94百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

 至 平成27年３月31日）

連結貸借対照表計上額    

 

期首残高 4,509 4,498

期中増減額 △11 8,131

期末残高 4,498 12,629

期末時価 11,650 14,390

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額（減損損失累計額を含む）を控除した金 

額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却（7百万円）であります。当連結会計年

度の主な増加額は不動産取得（10,113百万円）、主な減少額は不動産売却（1,963百万円）でありま

す。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な不動産については当連結会計年度に新規取得したものであり、 

時価の変動が軽微であると考えられるため、連結貸借対照表計上額をもって時価としております。 

その他の不動産については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に 

基づく金額であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

  当社は、本社に事業部門を統括する事業統括本部を置き、各事業部門は取り扱う製品・サービスにつ

いて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

  したがって、当社は、事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「菓子部門」、「冷菓部門」、「食品部門」、「牛乳・乳製品部門」及び「食品原料部門」の５つを報

告セグメントとしております。

「菓子部門」は、チョコレート・ガム・ビスケット・スナック等を製造・販売しております。

「冷菓部門」は、アイスクリーム等を製造・販売しております。

「食品部門」は、ルウカレー・レトルト製品等を製造・販売しております。

「牛乳・乳製品部門」は、乳飲料・洋生菓子等を製造・販売しております。

「食品原料部門」は澱粉・色素等を製造・販売しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準及び固定資産の減価償却方

法を除き、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。

棚卸資産の評価基準については、一部、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の社内振替高により評価し

ております。

  固定資産の減価償却方法については、一部を定額法により計算しております。

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

  セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

    前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

                    （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

連結 
財務諸表 
計上額 
(注)３ 

  菓子 冷菓 食品 
牛乳・
乳製品 

畜産加
工品 

食品 
原料 

計 

売上高                      

外部顧客への

売上高 
101,076 70,305 22,464 91,687 15,328 9,060 309,923 5,475 315,399 - 315,399 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

490 - - 196 168 231 1,086 3,771 4,857 △4,857 - 

計 101,566 70,305 22,464 91,884 15,496 9,291 311,009 9,246 320,256 △4,857 315,399 

セグメント利益 5,538 3,202 1 1,999 564 216 11,523 239 11,762 △117 11,645 

セグメント資産 52,865 16,599 6,495 28,040 - 4,540 108,541 1,021 109,563 133,680 243,244 

その他の項目                      

減価償却費 4,134 2,067 264 2,312 339 84 9,202 164 9,366 1,841 11,208 

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

7,581 2,451 362 2,572 333 107 13,409 266 13,675 925 14,601 

     
（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スポーツフーズ部門、

オフィスグリコ部門、システム保守開発事業部門及び倉庫事業部門を含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額△117百万円には、セグメント間取引消去・その他調整額1,307百万円、各

報告セグメントに配分していない全社費用△1,424百万円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。セグメント資産の調整額133,680百万

円は、報告セグメントに帰属しない全社資産であります。その他の項目の減価償却費調整額1,841百
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万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額925百万円は、報告セグメントに帰属しない

全社償却費、及び全社取得資産であります。

３．セグメント利益の合計額は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

  畜産加工品事業を行っていたグリコハム株式会社の全株式を平成26年１月14日に譲渡したため、

「畜産加工品部門」については第３四半期連結累計期間までを含めております。また、連結会計年度

末日において、「畜産加工品部門」はありません。

 

   当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

連結 
財務諸表 
計上額 
(注)３ 

  菓子 冷菓 食品 
牛乳・
乳製品 

食品 
原料 

計 

売上高                    

外部顧客への

売上高 
113,757 73,808 22,313 94,389 9,463 313,733 5,659 319,393 - 319,393 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

498 - - 240 141 880 3,390 4,271 △4,271 - 

計 114,255 73,808 22,313 94,630 9,605 314,614 9,050 323,664 △4,271 319,393 

セグメント利益 8,170 3,039 669 2,300 267 14,447 264 14,712 △465 14,247 

セグメント資産 56,857 18,024 6,803 30,812 4,787 117,285 859 118,145 157,157 275,302 

その他の項目                    

減価償却費 4,397 2,155 262 2,162 79 9,057 150 9,207 1,809 11,017 

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

4,221 3,081 102 3,233 114 10,752 78 10,831 928 11,760 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スポーツフーズ部門、

オフィスグリコ部門、システム保守開発事業部門を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△465百万円には、セグメント間取引消去・その他調整額1,440百万円、各

報告セグメントに配分していない全社費用△1,905百万円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。セグメント資産の調整額157,157百万

円は、報告セグメントに帰属しない全社資産であります。その他の項目の減価償却費調整額1,809百

万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額928百万円は、報告セグメントに帰属しない

全社償却費、及び全社取得資産であります。

３．セグメント利益の合計額は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

  菓子 冷菓 食品
牛乳・
乳製品

畜産
加工品

食品
原料

その他 計

外部顧客への売上高 101,076 70,305 22,464 91,687 15,328 9,060 5,475 315,399

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 中国 東南アジア その他 合計

282,566 21,138 8,842 2,851 315,399

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 東南アジア その他 合計

54,713 7,371 8,114 471 70,671

 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

  菓子 冷菓 食品
牛乳・
乳製品

食品
原料

その他 計

外部顧客への売上高 113,757 73,808 22,313 94,389 9,463 5,659 319,393

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 中国 東南アジア その他 合計

278,515 25,284 10,545 5,047 319,393

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 東南アジア その他 合計

54,625 8,523 9,015 542 72,707
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

            （単位：百万円） 

  菓子 冷菓 食品 
牛乳・
乳製品 

畜産 
加工品 

食品 
原料 

その他 計 

減損損失 2 2 0 97 1 0 99 204 

（注）「その他」の金額は、主に倉庫事業部門に係る減損損失であります。 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

          （単位：百万円） 

  菓子 冷菓 食品 
牛乳・
乳製品 

食品 
原料 

その他 計 

減損損失 2 2 1 5 0 3 15 

（注）「その他」の金額は、主に倉庫事業部門に係る減損損失であります。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自  平成26年４月１日  至  平成27年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

    該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１.関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

  連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日） 

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金又は

出資金(百

万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円) 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社 

大阪栄研

（株） 

大阪府

大阪市 
10 

保険 

代理業 

－ 

（0.31） 

損害保険等の

取引及び不動

産の賃貸 

保険料 

の支払

(注)2 

156 

前払費用 42 

長期前払

費用 
50 

（注）１.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

   ２.保険料につきましては、一般的な取引条件を勘案して保険会社と協議の上決定しております。
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（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

  連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日 

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金又は

出資金(百

万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％) 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円) 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社 

大阪栄研

（株） 

大阪府

大阪市 
10 

保険 

代理業 

－ 

（－） 

損害保険等の

取引 

保険料

の支払

(注)2 

93 

前払費用 39 

長期前払

費用 
46 

（注）１.上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

   ２.保険料につきましては、一般的な取引条件を勘案して保険会社と協議の上決定しております。

 

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 2,157.60円 2,582.19円

１株当たり当期純利益金額 178.19円 321.35円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上「期末株式数」は、「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」所有の当社株

式数（前連結会計年度335千株、当連結会計年度299千株）を控除しております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、「期中平均株式数」は、

「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ（信託口）」所有の当社株式数（前連結会計年度363千株、当連結会計年度

314千株）を控除しております。

４．平成26年10月１日付で普通株式２株を１株の割合で併合したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が

行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しております。

 

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当期純利益（百万円） 11,033 21,068

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 11,033 21,068

期中平均株式数（千株） 61,924 65,561

（注）平成26年10月１日付で普通株式２株を１株の割合で併合したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行わ

れたと仮定し、期中平均株式を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 8,025 7,621 1.696 －

１年以内に返済予定の長期借入金 10,000 4,000 0.180 －

１年以内に返済予定のリース債務 222 212 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 5,331 1,343 3.219 平成28年～29年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 471 372 － 平成28年～36年

その他有利子負債 － － － －

合計 24,051 13,549 － －

 （注）１．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２. リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予

定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 750 592 － －

リース債務 171 114 60 15

 

【資産除去債務明細表】

  当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度期首及び連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。 

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 78,853 165,725 244,195 319,393

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
16,923 23,344 28,766 31,113

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
11,028 15,324 18,950 21,068

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
168.22 233.75 289.06 321.35

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
168.22 65.53 55.31 32.30

（注）平成26年10月１日付で普通株式２株を１株の割合で併合したため、当連結会計年度の期首に当該株式併合が

行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    (単位：百万円) 

  前事業年度 
(平成26年３月31日) 

当事業年度 
(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 15,262 22,546 

受取手形 460 642 

売掛金 ※１ 14,826 ※１ 14,799 

有価証券 27,857 27,153 

商品及び製品 6,283 7,309 

仕掛品 212 258 

原材料及び貯蔵品 4,029 6,028 

繰延税金資産 1,472 1,537 

短期貸付金 ※１ 1,077 ※１ 1,053 

未収入金 ※１ 2,989 ※１ 2,947 

その他 ※１ 1,045 ※１ 2,406 

貸倒引当金 △8 △8 

流動資産合計 75,508 86,674 

固定資産    

有形固定資産    

建物 8,161 7,847 

構築物 335 286 

機械及び装置 11,377 10,612 

車両運搬具 47 27 

工具、器具及び備品 2,218 2,657 

土地 10,317 9,358 

リース資産 8 20 

建設仮勘定 816 1,798 

有形固定資産合計 33,282 32,608 

無形固定資産    

ソフトウエア 1,564 963 

その他 477 306 

無形固定資産合計 2,042 1,269 

投資その他の資産    

投資有価証券 40,567 44,168 

関係会社株式 11,578 11,528 

出資金 3 2 

関係会社出資金 7,297 7,297 

長期貸付金 ※１ 14,088 ※１ 11,890 

前払年金費用 2,014 2,032 

投資不動産 3,252 12,369 

その他 3,063 2,605 

貸倒引当金 △2,762 △2,763 

投資その他の資産合計 79,103 89,130 

固定資産合計 114,428 123,007 

資産合計 189,937 209,682 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 8 15 

買掛金 ※１ 14,974 ※１ 17,128 

短期借入金 5,850 5,200 

1年内返済予定の長期借入金 10,000 4,000 

未払金 ※１ 2,835 ※１ 3,541 

未払費用 ※１ 9,418 ※１ 9,675 

未払法人税等 1,353 4,778 

預り金 ※１ 25,146 ※１ 25,339 

販売促進引当金 1,584 1,509 

役員賞与引当金 37 41 

その他 4 4 

流動負債合計 71,212 71,235 

固定負債    

長期借入金 4,371 242 

預り保証金 1,275 1,280 

退職給付引当金 4,598 3,652 

事業構造改善引当金 105 105 

繰延税金負債 2,035 6,440 

その他 551 526 

固定負債合計 12,936 12,245 

負債合計 84,149 83,480 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,773 7,773 

資本剰余金    

資本準備金 7,413 7,413 

その他資本剰余金 － 70 

資本剰余金合計 7,413 7,484 

利益剰余金    

利益準備金 1,943 1,943 

その他利益剰余金    

特別償却準備金 15 13 

固定資産圧縮積立金 320 5,365 

別途積立金 83,893 83,893 

繰越利益剰余金 3,574 14,508 

利益剰余金合計 89,747 105,724 

自己株式 △6,610 △6,626 

株主資本合計 98,324 114,356 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 7,463 11,844 

評価・換算差額等合計 7,463 11,844 

純資産合計 105,787 126,201 

負債純資産合計 189,937 209,682 
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②【損益計算書】

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高 ※２ 151,124 ※２ 158,178 

売上原価 ※２ 75,579 ※２ 78,763 

売上総利益 75,545 79,415 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 70,913 ※１,※２ 72,565 

営業利益 4,631 6,849 

営業外収益    

受取利息及び受取配当金 ※２ 2,801 ※２ 3,139 

為替差益 57 1,210 

その他 ※２ 1,716 ※２ 1,824 

営業外収益合計 4,575 6,174 

営業外費用    

支払利息 ※２ 213 ※２ 158 

その他 ※２ 493 ※２ 398 

営業外費用合計 706 557 

経常利益 8,500 12,466 

特別利益    

固定資産売却益 － 11,948 

投資有価証券売却益 1,330 1,052 

投資有価証券償還益 611 425 

その他 74 100 

特別利益合計 2,016 13,527 

特別損失    

貸倒引当金繰入額 62 24 

減損損失 75 9 

固定資産廃棄損 124 － 

関係会社株式評価損 49 － 

その他 21 4 

特別損失合計 332 38 

税引前当期純利益 10,184 25,955 

法人税、住民税及び事業税 1,977 5,581 

法人税等調整額 621 2,664 

法人税等合計 2,599 8,246 

当期純利益 7,585 17,709 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計   

特別償却
準備金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 7,773 7,413 28 7,442 1,943 18 321 81,893 5,264 89,441 

会計方針の変更による累積
的影響額                 - - 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

7,773 7,413 28 7,442 1,943 18 321 81,893 5,264 89,441 

当期変動額                     

特別償却準備金の積立           0     △0 - 

特別償却準備金の取崩           △2     2 - 

固定資産圧縮積立金の積立             0   △0 - 

固定資産圧縮積立金の取崩             △1   1 - 

別途積立金の積立               2,000 △2,000 - 

剰余金の配当                 △1,793 △1,793 

当期純利益                 7,585 7,585 

自己株式の取得                     

自己株式の処分     △404 △404             

自己株式の消却     △5,109 △5,109             
利益剰余金から資本剰余金
への振替     5,485 5,485         △5,485 △5,485 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                     

当期変動額合計 - - △28 △28 - △2 △0 2,000 △1,690 305 

当期末残高 7,773 7,413 - 7,413 1,943 15 320 83,893 3,574 89,747 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合

計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △26,474 78,183 5,933 △41 5,892 84,076 

会計方針の変更による累積
的影響額   -       - 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

△26,474 78,183 5,933 △41 5,892 84,076 

当期変動額             

特別償却準備金の積立   -       - 

特別償却準備金の取崩   -       - 

固定資産圧縮積立金の積立   -       - 

固定資産圧縮積立金の取崩   -       - 

別途積立金の積立   -       - 

剰余金の配当   △1,793       △1,793 

当期純利益   7,585       7,585 

自己株式の取得 △56 △56       △56 

自己株式の処分 14,810 14,405       14,405 

自己株式の消却 5,109 -       - 

利益剰余金から資本剰余金
への振替           - 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）     1,529 41 1,571 1,571 

当期変動額合計 19,863 20,140 1,529 41 1,571 21,711 

当期末残高 △6,610 98,324 7,463 - 7,463 105,787 
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当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計   

特別償却
準備金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 7,773 7,413 - 7,413 1,943 15 320 83,893 3,574 89,747 

会計方針の変更による累積
的影響額                 234 234 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

7,773 7,413 - 7,413 1,943 15 320 83,893 3,808 89,981 

当期変動額                     

特別償却準備金の取崩           △2     2 - 

固定資産圧縮積立金の積立             5,057   △5,057 - 

固定資産圧縮積立金の取崩             △12   12 - 

剰余金の配当                 △1,966 △1,966 

当期純利益                 17,709 17,709 

自己株式の取得                     

自己株式の処分     70 70             

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                     

当期変動額合計 - - 70 70 - △2 5,045 - 10,699 15,742 

当期末残高 7,773 7,413 70 7,484 1,943 13 5,365 83,893 14,508 105,724 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △6,610 98,324 7,463 - 7,463 105,787 

会計方針の変更による累積
的影響額   234       234 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

△6,610 98,558 7,463 - 7,463 106,021 

当期変動額             

特別償却準備金の取崩   -       - 

固定資産圧縮積立金の積立   -       - 

固定資産圧縮積立金の取崩   -       - 

剰余金の配当   △1,966       △1,966 

当期純利益   17,709       17,709 

自己株式の取得 △77 △77       △77 

自己株式の処分 61 131       131 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）     4,381 - 4,381 4,381 

当期変動額合計 △15 15,797 4,381 - 4,381 20,179 

当期末残高 △6,626 114,356 11,844 - 11,844 126,201 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…償却原価法

関係会社株式…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。）

なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来ない複合金融商品については複

合金融商品全体を時価評価しております。

時価のないもの…移動平均法による原価法

(2)デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…時価法

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品…総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

貯蔵品…最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用してお

ります。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）による定額法を採用しておりま

す。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4)販売促進引当金

販売促進費の支出に備えて、当事業年度末における販売促進費の見込額に基づき計上しております。

(5)事業構造改善引当金

菓子部門の事業構造改善に関連する関係会社清算は完了しましたが、当社が清算会社から引き継いだ建物の解体撤

去費用について、翌事業年度以降に発生が見込まれる金額を計上しております。
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４．重要なヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合には、振当

処理を採用しております。

また、金利スワップについては金融商品に係る会計基準の特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を

採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

為替予約………外貨建予定取引

金利スワップ…金利変動リスクのある金融資産及び借入金

(3)ヘッジ方針

当社のデリバティブ取引は社内規定に従い、保有する資産に係る為替変動又は金利変動リスクを効果的にヘッジ

する目的で利用しております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

(3)連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の期

首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が1,089百万円、前払年金費用が726百万円それぞれ減少し、利益剰余

金が234百万円増加しております。なお、当事業年度の営業利益、経常利益、税引前当期純利益及び１株当たり情報に

与える影響につきましては、金額が軽微であるため記載を省略しております。 

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用） 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３

月26日）を当事業年度より適用しております。なお、現在導入している制度は、適用初年度の期首より前に締結された

信託契約によるため、それに係る会計処理については従来採用していた方法を継続適用しております。そのため、当事

業年度末の財務諸表への影響はありません。 

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結財務諸表「注記事項（追加情

報）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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（表示方法の変更）

（貸借対照表）

前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「投資不動産」は、金額的重要性が増

したため、当事業年度より、区分掲記しております。なお、前事業年度の「投資不動産」は、3,252百万円でありま

す。

 

（損益計算書）

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、金額的重要性が増したた

め、当事業年度より、区分掲記しております。なお、前事業年度の「為替差益」は、57百万円であります。

 

（貸借対照表関係）

※１ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

短期金銭債権 3,541百万円 3,466百万円

長期金銭債権

短期金銭債務

13,745

26,583

11,559

26,677

 

（損益計算書関係）

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度67％、当事業年度67％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度33％、当事業年度33％であります。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

運送費及び保管費 8,145百万円 8,306百万円 

販売促進費 32,758 33,888 

販売促進引当金繰入額 40 － 

広告宣伝費 6,766 6,241 

給料及び手当 8,352 8,713 

賞与 2,947 3,286 

役員賞与引当金繰入額 37 41 

退職給付引当金繰入額 977 498 

福利厚生費 3,006 3,053 

減価償却費 1,462 1,591 

貸倒引当金繰入額 △182 2 

 

※２ 関係会社との取引高 

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

営業取引による取引高

 売上高

 

8,084百万円

 

8,619百万円

 仕入高

 委託加工費

 販売費

492

15,905

2,100

582

16,344

2,144

営業取引以外の取引による取引高 4,198 4,400

 

 

（有価証券関係）

  子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式9,871百万円、関連会社株式1,657

百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式9,921百万円、関連会社株式1,657百万円）は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）
 

     
前事業年度

(平成26年３月31日現在)
 

当事業年度
(平成27年３月31日現在)

(1）流動資産・負債の部        

繰延税金資産 未払賞与   469   466

  未払費用   777   682

  その他   226   389

  繰延税金資産計   1,472   1,537

  繰延税金負債との相殺   －   －

  繰延税金資産の純額   1,472   1,537

(2）固定資産・負債の部        

繰延税金資産 退職給付引当金   1,104   671

  減損損失   1,846   1,631

  投資有価証券等評価損   928   685

  貸倒引当金   929   875

  減価償却費   277   262

  その他   1,426   1,287

  繰延税金資産計   6,512   5,412

  評価性引当額   △5,046   △4,433

  繰延税金負債との相殺   △1,466   △979

  繰延税金資産の純額   －   －

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金   △3,316   △4,861

  特別償却準備金   △8   △6

  固定資産圧縮積立金   △175   △2,550

  繰延税金負債計   △3,501   △7,419

  繰延税金資産との相殺   1,466   979

  繰延税金負債の純額   △2,035   △6,440

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 
 

   
前事業年度

(平成26年３月31日現在)
 

当事業年度
(平成27年３月31日現在)

法定実効税率   38.0％   35.6％

（調整）        

一時差異ではない項目（交際費等）   0.9   0.4

一時差異ではない項目（受取配当金等）   △8.3   △3.2

住民税均等割   0.7   0.3

評価性引当額の増減額   △5.3   △0.6

税率変更による影響   1.2   △0.2

その他   △1.7   △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率   25.5   31.8

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法

人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は、従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差

異については33.0％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については

32.2％になります。

 この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が551百万円、法人税

等調整額が41百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が509百万円増加しております。
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（重要な後発事象）

当社は、平成27年5月18日に当社の完全子会社であるグリコ乳業株式会社を、平成27年10月1日を効力発生日

として吸収合併する合併契約を締結いたしました。

 

１.合併の要旨

（１）合併当事会社の名称及び事業内容 

吸収合併存続会社 

 名称：江崎グリコ株式会社 

 事業内容：菓子・食料品の製造及び販売 

吸収合併消滅会社 

 名称：グリコ乳業株式会社 

 事業内容：牛乳・乳製品・飲料等の製造及び販売 

（２）合併期日（効力発生日） 

 平成27年10月１日 

（３）合併の方式 

 江崎グリコ株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、グリコ乳業株式会社は解散いたします。 

（４）合併に際して発行する株式及び割当

当社はグリコ乳業株式会社の全株式を所有しておりますので、本合併による新株式の発行及び資本金の増

加並びに合併交付金の支払いはありません。

（５）合併の目的 

 当社グループ経営の合理化・効率化に加えて収益性向上と市場競争力強化を図ることを目的として本合併

を行うものであります。 

 

２.実施する会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日公表分）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日公表分）に基づ

き、共通支配下の取引として処理を行う予定であります。 
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

  資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額 

有形固

定資産
建物 8,161 313 7 619 7,847 13,360

  構築物 335 5 0 54 286 1,170

  機械及び装置 11,377 2,185 164
2,786

(9)
10,612 53,161

  車両運搬具 47 3 0 23 27 613

  工具、器具及び備品 2,218 1,848 5 1,404 2,657 15,254

  土地 10,317 25 984 － 9,358 －

  リース資産 8 15 － 4 20 14

  建設仮勘定 816 2,765 1,783 － 1,798 －

  計 33,282 7,163 2,944
4,893

(9)
32,608 83,573

無形固

定資産
特許権 75 14 － 16 73 －

  借地権 1 － 1 － 0 －

  商標権 29 9 － 5 33 －

  ソフトウェア 1,564 447 1 1,047 963 －

  ソフトウェア仮勘定 163 283 442 － 4 －

  その他 207 23 33 3 194 －

  計 2,042 777 478 1,072 1,269 －

 （注）１.「当期償却額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 菓子製品生産設備（関西グリコ(株)他） 1,179百万円

工具、器具及び備品 冷菓自動販売機 1,343百万円

３.減価償却累計額には、減損損失累計額を含んでおります。
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【引当金明細表】

（単位：百万円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 2,770 38 38 2,771

販売促進引当金 1,584 1,509 1,584 1,509

役員賞与引当金 37 41 37 41

事業構造改善引当金 105 － － 105

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日（注）
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・売渡手数料 次の算式により算定した金額を買取った又は売渡した単元未満株式の数で按

分した額とします。

（算式）１株あたりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき             1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき       0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき      0.700％

（円単位未満の端数を生じた場合には切り捨てる。）

ただし、約定代金の1.150％の額が2,500円に満たない場合には

2,500円とします。

公告掲載方法

電子公告により行っております。なお、電子公告によることができない事

故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたし

ます。

公告掲載URL

http://www.glico.co.jp

株主に対する特典

９月30日現在の株主に対し、内規により次のとおり当社製品を12月中旬

頃に贈呈いたします。

     100株未満   なし

 100株～500株未満   小売価額にして1,000円相当のもの

501株～1,000株未満   小売価額にして2,000円相当のもの

    1,000株以上   小売価額にして4,000円相当のもの

（注）平成26年６月27日開催の第109期定時株主総会決議により、上記のほか、別途基準日を定めて剰余金の配当を行う

ことができる旨、定款を変更いたしました。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第109期）（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）平成26年６月30日関東財務局長に提出

(2)内部統制報告書及びその添付書類

    平成26年６月30日関東財務局長に提出

(3)四半期報告書及び確認書

（第110期第１四半期）（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）平成26年８月１日関東財務局長に提出

（第110期第２四半期）（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）平成26年11月４日関東財務局長に提出

（第110期第３四半期）（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）平成27年２月２日関東財務局長に提出

(4)臨時報告書

平成26年７月１日関東財務局長に提出

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づ

く臨時報告書であります。

(5)臨時報告書

平成27年２月２日関東財務局長に提出

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び７号の３（吸収合併の決定及び特定子会社の異

動）に基づく臨時報告書であります。

(6)臨時報告書の訂正報告書

平成27年２月３日関東財務局長に提出

 平成27年２月２日提出の臨時報告書（吸収合併の決定及び特定子会社の異動）に係る訂正報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 
平成27年6月24日

江崎グリコ株式会社    

 

  取締役会 御中  

 

  新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 小西 幹男  印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 村上 和久   印 

 

＜財務諸表監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る江崎グリコ株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、江崎

グリコ株式会社及び連結子会社の平成27年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、江崎グリコ株式会社の平成27年3

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。



 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、江崎グリコ株式会社が平成27年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す
る形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
 



 
独立監査人の監査報告書 

 

平成27年6月24日

江崎グリコ株式会社    

 

  取締役会 御中  

 

  新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 小西 幹男  印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 村上 和久   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る江崎グリコ株式会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第110期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、江崎グリ

コ株式会社の平成27年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成27年5月18日にグリコ乳業株式会社と合併契約を締結した。

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年６月25日

【会社名】 江崎グリコ株式会社

【英訳名】 EZAKI GLICO CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  江崎 勝久

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市西淀川区歌島四丁目６番５号

【縦覧に供する場所】 江崎グリコ株式会社 首都圏統括支店

（東京都港区高輪四丁目10番18号）

江崎グリコ株式会社 中部統括支店

（名古屋市東区東大曽根町22番28号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役江崎勝久は、当社の第110期（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）の有価証券報告書の記

載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年６月25日 

【会社名】 江崎グリコ株式会社 

【英訳名】 EZAKI GLICO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  江崎 勝久 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市西淀川区歌島四丁目６番５号 

【縦覧に供する場所】 江崎グリコ株式会社 首都圏統括支店 

（東京都港区高輪四丁目10番18号） 

江崎グリコ株式会社 中部統括支店 

（名古屋市東区東大曽根町22番28号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

  代表取締役社長江崎勝久は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会

の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する

実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を

整備及び運用しております。 

  なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性があります。 

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

  財務報告に係る内部統制の評価は、当連結会計年度の末日である平成27年３月31日を基準日として行われており、

評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。

  本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価におい

ては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当

該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。

  財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信頼性

に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金銭

的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社26社を対象として行った全社的な内部統制の

評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。なお、連結子会社２社及

び持分法適用会社２社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価

範囲に含めておりません。

  業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している２事業拠点を「重

要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目とし

て売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、選定した重要な事業拠点

にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を

伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務

報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 

 

３【評価結果に関する事項】

  上記の評価の結果、当連結会計年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたし

ました。 

 

４【付記事項】

 該当事項はありません。 

 

５【特記事項】

 該当事項はありません。 

 


